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令 和 3 年 度 屋 久 島 町 地 域 防 災 計 画 修 正 概 要 

 

１ 避難情報に関する内容変更に伴う修正(避難情報に関するガイドライン改定に伴う修正) 

 令和 3 年 5 月 20 日に災害対策基本法が改正されたことに伴い、「避難情報に関するガイドラ

イン」が改定されました。ガイドラインの改定に伴い、避難情報に関する項目を修正します。修正内

容は以下のとおり。 

・警戒レベル３「避難準備・高齢者等避難」‣‣‣「高齢者等避難」 

・警戒レベル４「避難勧告」及び「避難指示（緊急）」‣‣‣「避難指示」 

・警戒レベル５「災害発生情報」‣‣‣「緊急安全確保」 

〔一般編・地震編・津波編・南海トラフ地震防災対策推進計画・火山編〕 

２ 災害発生のおそれ段階での災害救助法の適用（災害救助法改正に伴う修正） 

 災害救助法改正に伴い、大災害が発生し、一定規模以上の被害が生じた場合に加え、大災害

が発生するおそれ段階においても、国が災害対策本部を設置した場合は災害救助法が適用され

る旨を追加します。 

〔一般編〕 

３ 個別避難計画の作成（災害対策基本法改正に伴う修正） 

 災害対策基本法の改正により、避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難を図る観点から、町

による個別避難計画作成に関する項目を追加します。 

〔一般編〕 

４ 防災知識の普及啓発（災害対策基本法改正に伴う修正） 

  過去の災害の教訓を踏まえ、地域の災害リスクや自分は災害に遭わないという思い込み（正常

性バイアス）等の必要な知識を教える防災教育等の実施に関する項目を追加します。 

〔一般編〕 

５ 平時における避難所確保に向けた対応（県地域防災計画の修正に伴う修正） 

 避難所確保に向けた対応の一例として、住民が身近な建物を避難所として選び、災害時に自

主的に開設・運営できる「届出避難所」制度等の活用を検討する項目を追加します。 

〔一般編〕 
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６ 指定避難所の整備（県地域防災計画の修正に伴う修正） 

 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、平常時から指定避難所のレイアウトや動

線を確認しておくこと。また、必要な場合には、ホテル・旅館等の活用も含めて、可能な限り多く

の避難所の開設に努める旨を追加します。 

〔一般編〕 

７ 土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設一覧の追加 

   土砂災害防止法第 8 条第 1 項第 4 号に基づき、土砂災害警戒区域内にある要配慮者利用施

設（社会福祉施設・学校・病院等）の施設名称及び所在地一覧を追加します。 

〔一般編・資料編〕 

8 口永良部島の警戒範囲の見直し等に伴う修正 

   気象庁が定める口永良部島の警戒範囲や被害想定が修正されたことに伴い、噴火警戒レベル

に応じた具体的な防災対応表を修正します。噴火警戒レベル「4」及び「５」において、これまで

「３㎞」であった警戒範囲が「2.5 ㎞」に修正された事に伴い、対象地域を「全島」から「前田」に修

正します。 

〔火山編〕 

9 永田地区指定避難所の追加指定 

   永田地区からの要望により、「永田果樹会館」及び「ふるさと創生会館」を指定避難所に指定し

ます。 

〔資料編〕 

10 指定緊急避難場所の指定 

   災害対策基本法第 49 条の 4 の規定に基づき、51 箇所の公共施設を「指定緊急避難場所」に

指定します。 

〔資料編〕 
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第２節 
計画の理念 

（P2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 地域特性に即した計画的な災害予防の実施 

  屋久島町は、台風、豪雨、火山噴火災害など過去に様々な災害を経験している。 

  また、一旦災害が発生したとき、様々な被害が生じ、住民の生活支障や防災対策上の障

害が想定される。 

  このような地域特性に即し、災害時の被害を最小限にとどめるため、防災施設等の整備

事業等の施策を第一に推進し、併せて、災害発生時の応急対策に備えるための施策と、

住民の防災活動を促進するための施策を推進するものとする。 

  町は、複合災害（同時又は連続して２以上の災害が発生し、それらの影響が複合化する

ことにより、被害が深刻化し、災害応急対策が困難になる事象）の発生可能性も認識し、

適宜、防災計画を見直し、備えを充実するよう努める。 

１ 地域特性に即した計画的な災害予防の実施 

  屋久島町は、台風、豪雨、火山噴火災害など過去に様々な災害を経験している。 

  また、一旦災害が発生したとき、様々な被害が生じ、住民の生活支障や防災対策上の障

害が想定される。 

  このような地域特性に即し、災害時の被害を最小限にとどめるため、防災施設等の整備

事業等の施策を第一に推進し、併せて、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合

（以下「災害時」という）の応急対策に備えるための施策と、住民の防災活動を促進す

るための施策を推進するものとする。 

  町は、複合災害（同時又は連続して２以上の災害が発生し、それらの影響が複合化する

ことにより、被害が深刻化し、災害応急対策が困難になる事象）の発生可能性も認識し、

適宜、防災計画を見直し、備えを充実するよう努める。 

国の防災基本計画の修正

に伴う修正 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４節 
防災上重要な機関の実
施責任と処理すべき事
務又は業務の大綱 
第５ 指定地方行政
機関  

（P8） 
 

第５ 指定地方行政機関 

機 関 名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

九州総合通信局 

( 1 )  非常通信体制の整備に関すること。 

( 2 )  非常通信協議会の育成指導及び実施訓練等に関すること。 

( 3 )  災害時における通信機器、臨時災害放送局用機器及び移動

電源車の貸出しに関すること。 

( 4 )  災害時における電気通信の確保に関すること。 

( 5 )  非常通信の統制、監理に関すること。 

( 6 )  災害地域における電気通信施設の被害状況の把握に関する

こと。 
 

第５ 指定地方行政機関 

機 関 名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

九州総合通信局 

( 1 )  非常通信体制の整備に関すること。 

( 2 )  非常通信協議会の育成指導及び実施訓練等に関すること。 

( 3 )  災害時における通信機器、臨時災害放送局用機器、移動電

源車及び可搬型発電機の貸出しに関すること。 

( 4 )  災害時における電気通信の確保に関すること。 

( 5 )  非常通信の統制、監理に関すること。 

( 6 )  災害地域における電気通信施設の被害状況の把握に関する

こと。 
 

貸し出し機器に可搬型発

電機が追加されたため 

 

第４節 
防災上重要な機関の実
施責任と処理すべき事
務又は業務の大綱 
第７ 指定公共機関及び指
定地方公共機関  

（P9） 
 

第７ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

機 関 名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

日 本 赤 十 字 社 

（鹿児島県支部） 

( 1 ) 災害時における医療救護（医療、助産及び一時保存を除く

死体の処理等）に関すること。 

( 2 ) こころのケアに関すること。 

( 3 ) 救援物資の備蓄と配分に関すること。 

( 4 )  災害時の血液製剤の供給に関すること。  

( 5 )  義援金の受付に関すること。  

( 6 ) 災害時の赤十字社奉仕団をはじめとする防災ボランティア

による活動に関すること。 

(７)  災害時の外国人の安否調査に関すること。 
 

第７ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

機 関 名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

日 本 赤 十 字 社 

（鹿児島県支部） 

( 1 ) 災害時における医療救護等に関すること。 

( 2 ) 災害時におけるこころのケアに関すること。 

( 3 ) 救援物資の備蓄と配分に関すること。 

( 4 )  災害時の血液製剤の供給に関すること。  

( 5 )  義援金の受付に関すること。  

( 6 ) 災害時の赤十字社奉仕団をはじめとする防災ボランティア

による活動に関すること。 

(７)  災害時の外国人の安否調査に関すること。 
 

「災害救助法に基づく災

害救助業務委託契約」の

見直しに伴う修正 

 

資料２ 



  屋久島町地域防災計画【第２編 一般災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
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第１章 

災害予防 

第４節 

建築物災害の防止対策 

第２ 

一般建築物の安全性の

確保 

（P24） 

 

１ 住民等への意識啓発 

町は、住民に対し、次の意識啓発を実施する。 

(1) 建築物の不燃化等の必要性の啓発 

≪省略≫ 

(2) がけ地近接危険住宅の移転の啓発 

≪省略≫ 

（3） 新規 

 

１ 住民等への意識啓発 

町は、住民に対し、次の意識啓発を実施する。 

(1) 建築物の不燃化等の必要性の啓発 

≪省略≫ 

(2) がけ地近接危険住宅の移転の啓発 

≪省略≫ 

（3） 建築物等における石綿使用有無の把握 

   建築物等の所有者、管理者又は占有者に対し、建築物等に石綿を含む建築材料が使

用されているか否かの把握に関する知識の普及を図るよう努める。 

大気汚染防止法の改正

により、石綿の飛散防止

対策に関する地方公共

団体の施策が追加され

たことに伴う修正 

第１章 

災害予防 

第７節 

防災組織の整備 

（P25） 

 

≪省略≫ 

また、防災に関する施策・方針決定過程及び防災の現場における女性の参画を拡大し、

男女共同参画の視点を取り入れた防災体制を確立することにより、地域における生活者の

多様な視点を反映した防災対策の実施による地域の防災力向上を図る。 

 

≪省略≫ 

また、町防災会議の委員について、多様な視点が反映できる構成とし、防災に関する施

策・方針決定過程及び防災の現場における女性の参画拡大や、男女共同参画の視点を取り

入れた防災体制の確立など、地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施

による地域の防災力向上を図る。 

国の防災基本計画の修

正に伴う修正 

第１章 

災害予防 

第８節 

通信・広報体制（機器

等）の整備 

（P27） 

 

災害時は、通信機器等の損壊等による通信の途絶や輻輳等が予想される。 

このため、被害の拡大を防ぎ、被災者の救援に全力を挙げて対応するため、町及び各防

災関係機関は、平常時から、通信・広報体制（機器等）の整備を推進する。 

 

災害時は、通信機器等の損壊等による通信の途絶や輻輳等が予想される。 

このため、被害の拡大を防ぎ、被災者の救援に全力を挙げて対応するため、町及び各防

災関係機関は、災害に強い複数の通信回線の確保や長時間の停電に対応可能な非常用発電

機の整備、通信機器等の保管設置場所の嵩上げや複数化など通信・広報体制（機器等）の

整備を推進する。 

また、効果的・効率的な防災対策を行うため、IoT、SNS の活用など、災害対応業務の

デジタル化を促進する必要がある。デジタル化に当たっては、災害対応に必要な情報項目

等の標準化や、システムを活用したデータ収集・分析・加工・共有の体制整備を図る必要

がある。 

国の防災基本計画の修

正に伴う修正 

第１章 

災害予防 

第 10 節 

避難体制の整備 

第１ 

指定緊急避難場所及

び指定避難所の指定

等 

（P29） 

 

１ 指定緊急避難場所及び指定避難所の指定 

(2) 指定避難所等 

≪省略≫ 

   町は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、指定避難所の運営管理のために必要な知

識等の普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体

的に指定避難所を運営できるように配慮するよう努めるものとする。 

   また、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、平常時から防災担当部

局と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて

検討するよう努める。 

１ 指定緊急避難場所及び指定避難所の指定 

(2) 指定避難所等 

≪省略≫ 

   （移設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計画の修正

に伴う修正 

資料３ 



  屋久島町地域防災計画【第２編 一般災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
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第１章 

災害予防 

第 10 節 

避難体制の整備 

第１ 

指定緊急避難場所及

び指定避難所の指定

等 

 

（P29） 

 

２ 指定避難所の整備 

町は、指定避難所となる施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保するた

めに、換気、照明等の整備に努める。 

また、指定避難所での新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患

者や感染症の疑いがある者が発生した場合の対応を含め、平常時から防災担当部局と保

健福祉担当部局が連携して検討を行い、必要な整備に努める。 ≪省略≫ 

２ 指定避難所の整備 

町は、指定避難所となる施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保するた

めに、換気、照明等の整備に努める。 

町は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、平常時から指定避難所の

レイアウトや動線等を確認しておくとともに、感染症患者が発生した場合の対応を含

め、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な措置を講じるよう努める。ま

た、必要な場合には、ホテル・旅館等の活用を含めて、可能な限り多くの避難所の開設

に努める。 ≪省略≫ 

県地域防災計画の修正

に伴う修正 

第１章 

災害予防 

第 10 節 

避難体制の整備 

第２ 

避難体制の整備 

（P30～P31） 

 

２ 避難の指示・誘導体制の整備 

(1) 基本方針 

ア 町長は、災害に際し必要があると認めるときは、必要と認める地域の居住者等

に対し、避難準備・高齢者等避難開始（避難のための立退きの準備を促すことを

いう。以下同じ。）、避難勧告（避難のための立退きを勧告することをいう。以下

同じ。）、避難指示（緊急）（急を要すると認めるときに、避難のための立退きを指

示することをいう。以下同じ。）及び災害発生情報（洪水、内水氾濫、土砂災害及

び高潮が発生していることを把握した場合に、避難のための立退きを指示するこ

とをいう。以下同じ。）を発令し、居住者等に避難行動を促すものとする。（以下、

すべての項目において、「避難準備・高齢者等避難開始」、「避難勧告」、「避難指示

（緊急）」及び「災害発生情報」を「避難勧告等」と総称する。） 

イ 町長が行う避難勧告等は、「避難勧告等に関するガイドライン」を踏まえて行う。 

ウ 町長以外の避難指示権者は、関係法令に基づき、それぞれの状況に応じ避難の指

示を行う。 

(2) 避難勧告等の実施要領 

≪省略≫ 

(3) 避難者の誘導体制の整備 

避難者の誘導を安全かつ迅速に行うことができるよう、次のように誘導体制を整

備しておく。 

アからエ ≪省略≫ 

オ 町は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等については、

水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難勧

告等の発令基準を設定するものとする。それら以外の河川等についても、氾濫によ

り居住者や地下空間、施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについ

ては、同様に具体的な避難勧告等の発令基準を策定することとする。また、避難勧

告等の発令対象区域については、細分化しすぎるとかえって居住者等にとってわ

かりにくい場合が多いことから、立退き避難が必要な区域を示して勧告したり、屋

内での安全確保措置の区域を示して勧告したりするのではなく、命を脅かす洪水

等のおそれのある範囲をまとめて発令できるよう、発令範囲をあらかじめ具体的

に設定するとともに、必要に応じて見直すよう努めるものとする。 

 

 

 

 

２ 避難の指示・誘導体制の整備 

(1) 基本方針 

ア 町長は、災害に際し必要があると認めるときは、必要と認める地域の居住者等

に対し、高齢者等避難（避難に時間を要する高齢者等の避難を促すことをいう。

以下同じ。）、避難指示（危険な場所にいる居住者等に対して立退き避難を指示す

ることをいう。以下同じ。）及び緊急安全確保（災害発生・切迫の状況で、危険な

場所にいる居住者等に対して緊急安全確保を指示することをいう。以下同じ。）を

発令し、居住者等に避難行動を促すものとする。（以下、すべての項目において、

「高齢者等避難」、「避難指示」、「緊急安全確保」を「避難指示等」と総称する。） 

イ 町長が行う避難指示等は、「避難情報に関するガイドライン」を踏まえて行う。 

ウ 町長以外の避難指示権者は、関係法令に基づき、それぞれの状況に応じ避難の指

示を行う。 

(2) 避難指示等の実施要領 

≪省略≫ 

(3) 避難者の誘導体制の整備 

避難者の誘導を安全かつ迅速に行うことができるよう、次のように誘導体制を整

備しておく。 

アからエ ≪省略≫ 

オ 町は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等については、

水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難指

示等の発令基準を設定するものとする。それら以外の河川等についても、氾濫によ

り居住者や地下空間、施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについ

ては、同様に具体的な避難指示等の発令基準を策定することとする。また、避難指

示等の発令対象区域については、細分化しすぎるとかえって居住者等にとってわ

かりにくい場合が多いことから、立退き避難が必要な区域を示して指示したり、屋

内での安全確保措置の区域を示して指示したりするのではなく、命を脅かす洪水

等のおそれのある範囲をまとめて発令できるよう、発令範囲をあらかじめ具体的

に設定するとともに、必要に応じて見直すよう努めるものとする。 

 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 
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第１章 

災害予防 

第 10 節 

避難体制の整備 

第２ 

避難体制の整備 

 

（P31） 

 

３ 自主避難体制の整備 

町は、各種災害時における住民の自主避難について、広報紙をはじめあらゆる機会を通

じて住民に対する啓発に努める。また、住民においても豪雨等により災害発生の危険性を

感じた場合、土砂崩れ等の前兆現象を発見し自ら危険だと判断した場合等においては、隣

近所に声を掛け合って自主的に避難するよう心掛けるとともに、町や防災関係機関に連

絡するものとする。 

 

３ 自主避難体制の整備 

(1) 町は、災害時における住民の自主避難について、広報紙をはじめあらゆる機会を通

じて住民に対する指導に努めるものとする。 

（2） 自治会及び自主防災組織等は、安否確認を兼ねた地域ぐるみの避難体制の整備に努

める。 

（3） 住民は、災害時に自ら危険だと判断した場合等においては、隣近所声を掛け合って

自主的に避難するよう心掛けるものとする。 

（4） 指定緊急避難場所及び指定避難所とは別に、自治会及び自主防災組織等が公民館、

集会所等の身近な施設を自主的に開設・運営する避難所等として町に登録を行い、町

が災害時に避難状況の把握や支援を行うことを目的とした、いわゆる「届出避難所」

の運用を進める。 

   「届出避難所」は、町の発令する避難情報の有無に関わらず、自治会及び自主防災

組織等が自らの判断で開設することから、迅速な対応が可能であること。また、身近

な施設を利用するため移動の利便性や安全性が高いことなども期待されるため、町は、

指定避難所以外に避難所活用が見込まれる施設・場所の洗い出し・リスト化と併せて、

「届出避難所」登録等について必要な検討を行う。 

県地域防災計画の修正

に伴う修正 

第１章 

災害予防 

第 10 節 

避難体制の整備 

第２ 

避難体制の整備 

（P31） 

 

４ 避難勧告等の伝達方法の周知 

(1) 避難勧告等の伝達系統・伝達体制の整備 

避難勧告等の伝達は、本章第 8 節の「通信・広報体制（機器等）の整備」に示す広

報体制に準じ、住民への周知が最も迅速で確実な方法により実施できるよう、次のよ

うにあらかじめ伝達系統や伝達体制を整備しておく。 

アからオ ≪省略≫ 

(2) 伝達方法等の周知 

町長は、危険区域ごとに避難勧告等の伝達組織及び伝達方法を定め、かねてから危

険区域周辺の住民に周知徹底を図る。 

４ 避難指示等の伝達方法の周知 

(1) 避難指示等の伝達系統・伝達体制の整備 

避難指示等の伝達は、本章第 8 節の「通信・広報体制（機器等）の整備」に示す広

報体制に準じ、住民への周知が最も迅速で確実な方法により実施できるよう、次のよ

うにあらかじめ伝達系統や伝達体制を整備しておく。 

アからオ ≪省略≫ 

(2) 伝達方法等の周知 

町長は、危険区域ごとに避難指示等の伝達組織及び伝達方法を定め、かねてから危

険区域周辺の住民に周知徹底を図る。 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 

第１章 

災害予防 

第 10 節 

避難体制の整備 

第２ 

避難体制の整備 

（P32） 

 

６ 避難計画の整備 

町は、特に災害危険箇所等の住民を対象に、次の内容の避難計画を作成する。 

(1)から(4)  ≪省略≫ 

(5) 避難勧告等の基準の設定 

土砂災害警戒情報が発表された場合に直ちに避難勧告等を発令することを基本と

した具体的な避難勧告等の発令基準を設定するものとする。また、土砂災害警戒区域

等を避難勧告等の発令単位として事前に設定し、土砂災害警戒情報及び土砂災害警

戒情報の補足情報となる河川砂防情報システムによる危険度レベル（レベル１、２、

３、４）、気象庁の防災情報提供システムや気象庁ホームページの大雨情報（土砂災

害）の危険度分布を用い、事前に定めた発令単位と危険度の高まっている領域が重複

する区域等に避難勧告等を適切な範囲に絞り込んで発令できるよう、発令範囲をあ

らかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じて見直すよう努めるものとする。 

６ 避難計画の整備 

町は、特に災害危険箇所等の住民を対象に、次の内容の避難計画を作成する。 

(1)から(4)  ≪省略≫ 

(5) 避難指示等の基準の設定 

土砂災害警戒情報が発表された場合に直ちに避難指示等を発令することを基本と

した具体的な避難指示等の発令基準を設定するものとする。また、土砂災害警戒区域

等を避難指示等の発令単位として事前に設定し、土砂災害警戒情報及び土砂災害警

戒情報の補足情報となる河川砂防情報システムによる危険度レベル（レベル１、２、

３、４）、気象庁の防災情報提供システムや気象庁ホームページの大雨警報（土砂災

害）の危険度分布等を用い、事前に定めた発令単位と危険度の高まっている領域が重

複する区域等に避難指示等を適切な範囲に絞り込んで発令できるよう、発令範囲を

あらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じて見直すよう努めるものとする。 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定等に伴

う修正 
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（P32） 

 

第３ 各種施設における避難体制の整備 

   ≪省略≫ 

 

第４ 指定避難所の収容、運営体制の整備 

   ≪省略≫ 

 

 

第３ 広域避難体制の整備 

   町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方公共団体と

の応援協定の締結や、広域避難における居住者等の運送が円滑に実施されるよう運送

事業者等との協定の締結など、災害時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定

めるよう努める。 

 

第４ 各種施設における避難体制の整備 

   ≪省略≫ 

 

第５ 指定避難所の収容、運営体制の整備 

   ≪省略≫ 

県地域防災計画の修正

に伴う修正 

第１章 

災害予防 

第 10 節 

避難体制の整備 

第３ 

各種施設における避

難体制の整備 

（P33） 

 

２ 病院、社会福祉施設等における避難体制等の整備 

 (1) 避難体制の整備 

要配慮者利用施設の管理者は、災害が発生した場合、迅速かつ的確に避難勧告等や

避難誘導等の対策を実施できるよう、あらかじめ施設所在地域における浸水するお

それのある河川の情報、土砂災害に関する情報や避難情報を収集・伝達する避難体制

を整備し、施設職員の任務分担や緊急連絡体制等を確立しておく。特に、夜間におい

ては職員の動員や照明の確保が困難であることから、消防機関等への通報連絡や、日

没前での職員の事前動員など、入所者等の避難誘導体制に十分配慮した避難体制を

確立しておく。 

また、要配慮者利用施設の管理者は、日頃から町や他の類似施設、近隣住民や地域

の自主防災組織等と連携を図りながら、災害時の避難誘導にあたっての協力体制づ

くりに努める。 

(2) 緊急連絡体制等の整備 

要配慮者利用施設の管理者は、災害に備え消防機関等への早期通報が可能な非常

通報装置を設置するなど、緊急時における避難指示（緊急）や誘導にあたっての情報

伝達の手段、方法を確立するとともに、災害時における施設相互間等の緊急連絡体制

の整備・強化に努める。 

 

(3)から(4)  ≪省略≫ 

２ 病院、社会福祉施設等における避難体制等の整備 

 (1) 避難体制の整備 

要配慮者利用施設の管理者は、災害が発生した場合、迅速かつ的確に避難指示等や

避難誘導等の対策を実施できるよう、あらかじめ施設所在地域における浸水するお

それのある河川の情報、土砂災害に関する情報や避難情報を収集・伝達する避難体制

を整備し、施設職員の任務分担や緊急連絡体制等を確立しておく。特に、夜間におい

ては職員の動員や照明の確保が困難であることから、消防機関等への通報連絡や、日

没前での職員の事前動員など、入所者等の避難誘導体制に十分配慮した避難体制を

確立しておく。 

また、要配慮者利用施設の管理者は、日頃から町や他の類似施設、近隣住民や地域

の自主防災組織等と連携を図りながら、災害時の避難誘導にあたっての協力体制づ

くりに努める。 

(2) 緊急連絡体制等の整備 

要配慮者利用施設の管理者は、災害に備え消防機関等への早期通報が可能な非常

通報装置を設置するなど、緊急時における避難指示や誘導にあたっての情報伝達の

手段、方法を確立するとともに、災害時における施設相互間等の緊急連絡体制の整

備・強化に努める。 

 

(3)から(4)  ≪省略≫ 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 
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（P34～35） 

 

第４ 指定避難所の収容、運営体制の整備 

１ 指定避難所の開設・収容体制の整備 

指定避難所の開設及び収容は、災害救助法が適用された場合においては、知事の委任を

受けた町長が行う。町長は、救助に着手したときは、指定避難所開設の日時及び場所、箇

所数及び各指定避難所の収容人員、開設期間の見込み等について直ちに知事に報告する。 

≪中略≫ 

また、高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦等の要配慮者のニーズを把握し、必要

な対応を行うとともに、必要に応じて、社会福祉施設等や公的宿泊施設等の協力も得つ

つ、福祉避難所を設置するなどの措置を講ずるよう努める。 

≪中略≫ 

町は、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関

わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しな

がら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努めるものとする。 

 

２ 指定避難所の運営体制の整備 

町は、指定避難所ごとに、運営にあたる管理責任者をあらかじめ定めておくとともに、

本来の施設管理者との連携のもとで、運営における女性の参画を推進し、住民の自主防

災組織やボランティア組織と協力して、指定避難所に避難した被災者の実態やニーズの

迅速な把握及び指定避難所の効率的な管理運営がなされるよう、「避難所管理運営マニ

ュアルモデル」（平成 29 年 9 月改正鹿児島県）及び「同モデルの新型コロナウイルス感

染症対策指針」（令和 2 年 6 月）を参考に、避難所管理運営マニュアルを作成し、指定

避難所の管理運営体制の整備に努める。 

  町は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に

指定避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。 

  また、町及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保の

ために、専門家等との定期的な情報交換に努める。 

  なお、令和 2 年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所における避

難者の過密抑制など感染症対策に努める。 

 

 

第５ 指定避難所の収容、運営体制の整備 

１ 指定避難所の開設・収容体制の整備 

（1） 避難所の開設・収容 

指定避難所の開設及び収容は、災害救助法が適用された場合においては、知事の委任を

受けた町長が行う。町長は、救助に着手したときは、指定避難所開設の日時及び場所、箇

所数及び各指定避難所の収容人員、開設期間の見込み等について直ちに知事に報告する。 

≪中略≫ 

（2） 福祉避難所等の確保 

町は、高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦等の要配慮者のニーズを把握し、必要

な対応を行うとともに、必要に応じて、社会福祉施設等や公的宿泊施設等の協力も得つ

つ、福祉避難所を設置するなどの措置を講ずるよう努める。 

  ≪中略≫ 

（3） 適切な避難所収容体制の構築 

町は、特定の指定避難所に避難者が集中することを防ぐため、県防災Ｗｅｂや町独自の

アプリケーションなど多様な手段を活用して避難所の混雑状況を周知する体制の構築に

努める。 

町は、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関

わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しな

がら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努める。 

 

２ 指定避難所の運営体制の整備 

町は、指定避難所ごとに、運営にあたる管理責任者をあらかじめ定めておくとともに、

本来の施設管理者との連携のもとで、運営における女性の参画を推進し、住民の自主防

災組織やボランティア組織と協力して、指定避難所に避難した被災者の実態やニーズの

迅速な把握及び指定避難所の効率的な管理運営がなされるよう、「避難所管理運営マニ

ュアルモデル」（平成 29 年 9 月改正鹿児島県）及び「同モデルの新型コロナウイルス感

染症対策指針」（令和 3年 8 月改定）を参考に、避難所管理運営マニュアルを作成し、指

定避難所の管理運営体制の整備に努める。 

町は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、指定避難所の運営管理のために必要な知識

等の普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に

指定避難所を運営できるように配慮するよう努める。 

  町は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に

指定避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。 

  また、町及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保の

ために、専門家等との定期的な情報交換に努める。 

  なお、新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応に当たる職員等の感染症対

策の徹底や、避難所における避難者の過密抑制など新型コロナウイルス感染症を含む感

染症対策の観点を取り入れた防災対策に努める。 

 

 

国の防災基本計画及び

県地域防災計画の修正

に伴う修正 
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第１章 

災害予防 

第 16 節 

防災知識の普及・啓発 

第１ 

住民に対する防災知

識の普及啓発 

（P46） 

 

１ 住民への防災知識の普及啓発 

(1)  ≪省略≫ 

 (2) 防災知識の普及啓発の内容 

ア 住民等の責務  ≪省略≫ 

イ 地域防災計画の概要 

ウ 災害予防措置 

  （新設） 

(ア) 家庭での予防・安全対策 

ａ 災害に備えた「最低３日分、推奨１週間」の食糧、飲料水、携帯トイレ、簡

易トイレ、トイレットペーパー等の備蓄 

ｂ 非常持出品（救急箱・懐中電灯・ラジオ・乾電池等）の準備 

ｃ 飼い主による家庭動物との同行避難や指定避難所での飼養についての準備 

ｄ 保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等 

(イ) 出火防止・初期消火等の心得 

(ウ) 家屋内・路上・自動車運転中など様々な条件下で災害が発生したときの行動 

(エ) 警報発表時や避難勧告等の発令時にとるべき行動、指定避難所での行動 

(オ) 災害時の家族内の連絡体制について、あらかじめ決めておくこと 

(カ) 災害危険箇所の周知 

(キ) 避難路・指定緊急避難場所等及び避難方法の確認 

(ク) 負傷者・要配慮者等の救助の心構えと準備 

(ケ) 台風襲来時の家屋の保全方法 

(コ) 船舶等の避難措置 

(サ) 農作物の災害予防事前措置 

エ 災害応急措置 

  ≪省略≫ 

オ 災害復旧措置 

  （新設） 

カ その他の災害の態様に応じて取るべき手段・方法等 

 

１ 住民への防災知識の普及啓発 

(1)  ≪省略≫ 

 (2) 防災知識の普及啓発の内容 

ア 住民等の責務  ≪省略≫ 

イ 地域防災計画の概要 

ウ 災害予防措置 

（ア） 避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性の

認識、正常性バイアス等を克服し、避難行動を取るべきタイミングを逸するこ

となく適切な行動をとること。 

(イ) 家庭での予防・安全対策 

ａ 災害に備えた「最低３日分、推奨１週間」の食糧、飲料水、携帯トイレ、簡

易トイレ、トイレットペーパー等の備蓄 

ｂ 非常持出品（救急箱・懐中電灯・ラジオ・乾電池等）の準備 

ｃ 飼い主による家庭動物との同行避難や指定避難所での飼養についての準備 

ｄ 保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等 

(ウ) 出火防止・初期消火等の心得 

(エ) 家屋内・路上・自動車運転中など様々な条件下で災害が発生したときの行動 

(オ) 警報発表時や避難指示等の発令時にとるべき行動、指定避難所での行動 

(カ) 災害時の家族内の連絡体制について、あらかじめ決めておくこと 

(キ) 災害危険箇所の周知 

(ク) 指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等の避難場所、避難

経路等の確認 

(ケ) 負傷者・要配慮者等の救助の心構えと準備 

(コ) 台風襲来時の家屋の保全方法 

(サ) 船舶等の避難措置 

(シ) 農作物の災害予防事前措置 

エ 災害応急措置 

  ≪省略≫ 

オ 災害復旧措置 

（ア） 家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影するな

ど、生活の再建に資する行動 

カ その他の災害の態様に応じて取るべき手段・方法等 

災害対策基本法改正及

び「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 

第１章 

災害予防 

第 18 節 

自主防災組織の育成

強化 

第１ 

地域の自主防災組織

の育成強化 

（P50） 

 

３ 自主防災組織の活動の推進 

(1)  ≪省略≫ 

(2) 自主防災組織の活動の推進 

ア ≪省略≫ 

イ 災害発生時の活動 

(ア)  ≪省略≫ 

(イ) 住民に対する避難勧告等の伝達・確認 

(ウ)から(カ)  ≪省略≫ 

３ 自主防災組織の活動の推進 

(1)  ≪省略≫ 

(2) 自主防災組織の活動の推進 

ア ≪省略≫ 

イ 災害発生時の活動 

(ア)  ≪省略≫ 

(イ) 住民に対する避難指示等の伝達・確認 

(ウ)から(カ)  ≪省略≫ 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 



  屋久島町地域防災計画【第２編 一般災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

7 

 

第１章 

災害予防 

第 21 節 

要配慮者の安全確保 

第１ 

地域における要配慮

者対策 

（P54） 

 

２ 避難行動要支援者対策 

(1) 避難行動要支援者名簿の作成 

町は、防災担当部局と福祉担当部局との連携の下、平常時より避難行動要支援者に関

する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。≪省略≫ 

   

（新設） 

 

 (2) 避難行動要支援者の避難誘導、安否確認 

町は、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行うための措置について

個人別に計画を定める。 

≪省略≫ 

町は、避難支援等に携わる関係者として、消防機関、警察機関、民生委員・児童委員、

社会福祉協議会、自主防災組織等に対し、避難行動要支援者本人の同意を得ることによ

り、または、町の条例の定めにより、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供するとと

もに、多様な主体の協力を得ながら避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避

難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。その際、名簿情報の漏え

い防止等必要な措置を講じる。 

なお、発災時には、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、避難行動要支援

者名簿を効果的に利用し、避難行動要支援者について避難支援や迅速な安否確認等が

行われるよう努める。 

（新設） 

 

２ 避難行動要支援者対策 

(1) 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画 

町は、地域防災計画に基づき防災担当部局と福祉担当部局など関係部局との連携の

下、平常時より避難行動要支援者に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成

する。≪省略≫ 

（2） 個別避難計画の作成 

   町は、町地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局の連携の

下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民等の避難支援等に携わる関係者

と連携して、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計

画を作成するよう努める。また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状況の

変化、ハザードマップの見直しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適切に反映した

ものとなるよう、必要に応じて更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合に

おいても、計画の活用に支障が生じないよう、個別避難計画情報の適切な管理に努め

る。 

 (3) 避難行動要支援者の避難誘導、安否確認 

町は、町地域防災計画において、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画に基づき、

避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行うための措置について個人別

に計画を定める。≪省略≫ 

町は、町地域防災計画に定めるところにより、消防機関、警察機関、民生委員・児童

委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に携わる関係者に対し、避難行動

要支援者本人の同意、または、町の条例の定めがある場合には、あらかじめ避難行動要

支援者名簿を提供するとともに、多様な主体の協力を得ながら避難行動要支援者に対

する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図

る。その際、名簿情報の漏えい防止等必要な措置を講じる。 

なお、災害時には、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、避難行動要支援

者名簿及び個別避難計画を効果的に利用し、避難行動要支援者について避難支援や迅

速な安否確認等が行われるよう努める。 

町は、町地域防災計画に定めるところにより、消防機関、警察機関、民生委員・児童

委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に携わる関係者に対し、避難行動

要支援者本人及び避難支援等実施者の同意、または、町の条例の定めがある場合には、

あらかじめ個別避難計画を提供する。また、多様な主体の協力を得ながら避難行動要支

援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等

を一層図る。その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 

町は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、避難支援等が

円滑かつ迅速に実施されるよう、平常時から、避難支援等に携わる関係者への必要な情

報の提供、関係者間の事前の協議・調整その他の避難支援体制の整備など、必要な配慮

をする。 

町は、地区防災計画が定められている地区において、個別避難計画を作成する場合

は、地区防災計画との整合が図られるよう努める。また、訓練等により、両計画の一体

的な運用が図られるよう努める。 

災害対策基本法改正に

伴う修正 
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第１章 

災害予防 

第 21 節 

要配慮者の安全確保 

第２ 

社会福祉施設・病院等

における要配慮者対

策 

（P55） 

２ 組織体制の整備 

要配慮者利用施設の管理者は、災害の予防や災害が発生した場合に迅速かつ的確な対

応ができるようあらかじめ防災組織を整え、施設職員の任務の分担、動員計画、緊急連

絡体制等を確立しておくものとする。 

特に、夜間においては職員の動員や照明の確保が困難であることから、消防機関等へ

の通報連絡や入所者等の避難誘導体制に十分配慮した組織体制を確立しておくものと

する。 

また、要配慮者利用施設の管理者は、日頃から市町村や他の類似施設、近隣住民や地

域の自主防災組織等と連携を図りながら災害時の協力体制づくりに努める。 

なお、町地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮者関連施設の管理者

等については、施設の利用者の洪水時又は土砂災害が発生するおそれがある場合の円滑

かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する計画の作成及び訓練の実施が

義務付けられている。（水防法第 15 条の３、土砂災害防止法第８条の２） 

 

２ 組織体制の整備 

要配慮者利用施設の管理者は、災害の予防や災害が発生した場合に迅速かつ的確な対

応ができるようあらかじめ防災組織を整え、施設職員の任務の分担、動員計画、緊急連

絡体制等を確立しておくものとする。 

特に、夜間においては職員の動員や照明の確保が困難であることから、消防機関等へ

の通報連絡や入所者等の避難誘導体制に十分配慮した組織体制を確立しておくものと

する。 

また、要配慮者利用施設の管理者は、日頃から市町村や他の類似施設、近隣住民や地

域の自主防災組織等と連携を図りながら災害時の協力体制づくりに努める。 

なお、町地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮者関連施設の管理者

等については、施設の利用者の洪水時又は土砂災害が発生するおそれがある場合の円滑

かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置に関する計画の作成及び訓練の実施が

義務付けられている。（水防法第 15 条の３、土砂災害防止法第８条の２） 

 ※土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設【資料編 ４避難に関する資料 ４－７】 

土砂災害防止法第 8 条第

1 項第 4 号に基づく追加 
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第２章 

災害応急対策 

第１節 

応急活動体制の確立 

第１ 

応急活動体制の確立 

（P59） 

 

４ 動員配備体制 

職員の動員配備基準は次表による。 

体制 基 準 参集・配備基準 活 動内容 

情
報
連
絡
体
制 

・町内に各種の気象警報

等が発表されたとき。 
・総務課…2名 

関係機関との連携によ

り、降雨状況や被害情報の

収集を行う。 

災
害
警
戒
本
部
体
制 

・町内に小規模な災害が

発生したとき。 

・町内に各種の気象警報

等が発表され、災害の発

生が予想されるとき。 

・総務課…全員 

・町民課長及びその他 

必要と認める人員 

災害警戒本部を設置し、

事前に指定した各課を中

心に関係機関の協力を得

て災害情報の収集、応急対

策など防災対策の一層の

確立を図る。 

災

害

対

策

本

部

体

制 

第

１

配

備 

・比較的軽微な災害若し

くは局地的な災害が発

生した場合、又はそのお

それがある場合。（避難

勧告又は避難指示の発

令が必要とされる事態） 

・総務課…全員 

・町民課…全員 

・別記 1に掲げる課長 

及びその他必要と認め 

る人員 

災害対策本部を設置し、

災害の規模・程度に応じ

て、町の組織をあげて各種

災害応急対策を実施する。 

第

２

配

備 

・大規模な災害が発生し、

又はその発生のおそれ

がある場合。 

・総務課…全員 

・町民課…全員 

・別記 1に掲げる課の 

全員 

・別記 1以外の課の本 

部長が別に定める人数 

第

３

配

備 

・町内全域にわたり甚大

な災害が発生し、その

状況により全職員の配

備を必要とする場合。 

・各課職員全員 

（別記 1）政策推進課・福祉支援課・健康長寿課・生活環境課・建設課・電気課・産業振興課・

教育総務課 

４ 動員配備体制 

職員の動員配備基準は次表による。 

体制 基 準 参集・配備基準 活 動内容 

情
報
連
絡
体
制 

・町内に各種の気象警報

等が発表されたとき。 
・総務課…2名 

関係機関との連携によ

り、降雨状況や被害情報の

収集を行う。 

災
害
警
戒
本
部
体
制 

・町内に小規模な災害が

発生したとき。 

・町内に各種の気象警報

等が発表され、災害の発

生が予想されるとき。 

・総務課…全員 

・町民課長及びその他 

必要と認める人員 

災害警戒本部を設置し、

事前に指定した各課を中

心に関係機関の協力を得

て災害情報の収集、応急対

策など防災対策の一層の

確立を図る。 

災

害

対

策

本

部

体

制 

第

１

配

備 

・比較的軽微な災害若し

くは局地的な災害が発

生した場合、又はそのお

それがある場合。（避難

指示の発令が必要とさ

れる事態） 

・総務課…全員 

・町民課…全員 

・別記 1に掲げる課長 

及びその他必要と認め 

る人員 

災害対策本部を設置し、

災害の規模・程度に応じ

て、町の組織をあげて各種

災害応急対策を実施する。 

第

２

配

備 

・大規模な災害が発生し、

又はその発生のおそれ

がある場合。 

・総務課…全員 

・町民課…全員 

・別記 1に掲げる課の 

全員 

・別記 1以外の課の本 

部長が別に定める人数 

第

３

配

備 
・町内全域にわたり甚大

な災害が発生し、その

状況により全職員の配

備を必要とする場合。 

・各課職員全員 

（別記 1）政策推進課・福祉支援課・健康長寿課・生活環境課・建設課・電気課・産業振興課・

教育総務課 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 
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第２章 

災害応急対策 

第１節 

応急活動体制の確立 

第１ 

応急活動体制の確立 

（P60・64） 

 

５ 各部・各班の所掌事務 

対策 

部名 
班名 班 長 所 掌 事 務 

総

務

対

策

部 

本

部

総

務

班 

〇総務課統括係長 

情報防災係長 

( 1 ) 災害対策本部及び本部会議に関すること。 

( 2 ) 避難の準備・勧告・指示の発令及び解除に関すること。 

( 3 ) 本部長命令の伝達に関すること。 

( 4 ) 気象情報等の収集に関すること。 

( 5 ) 災害対策要員の配備、招集・編成及び出動に関すること。 

( 6 ) 災害応急対策に係る各対策部との総合調整に関すること。 

( 7 ) 避難施設等の指定、指定避難所責任者等派遣に関するこ

と。 

( 8 ) 国・県・防災関係機関との連絡調整に関すること。 

( 9 ) 自主防災組織等との防災体制及び活動の調整に関するこ

と。 

(10) 災害救助法の適用及び運用の調整に関すること。 

(11) 各種応援協定の適用及び運用の調整に関すること。 

(12) 自衛隊の派遣要請及び派遣部隊の受入れに関すること。 

(13) 災害調査班に関すること。 

(14) 県に対する災害報告に関すること。 

(15) 無線通信の運用及び保守に関すること。 

(16) 他の対策部に属さない事務または本部長の特命に関するこ

と。 

  

≪中略≫ 

 
 

対策 

部名 
班名 班 長 所 掌 事 務 

消

防

対

策

部 

消

防

班 

情報防災係長等 

( 1 ) 消防団の招集、動員に係る消防団長との連絡調整に関する

こと。 

( 2 ) 現地警戒班の運営に関すること。 

( 3 ) 水防・火災警報の発令・伝達及び周知に関すること。 

( 4 ) 消防・水防等防災作業の実施及び指揮に関すること。 

( 5 ) 避難勧告等に伴う避難住民の誘導に関すること。 

( 6 ) その他消防作業全般に関すること。 

５ 各部・各班の所掌事務 

対策 

部名 
班名 班 長 所 掌 事 務 

総

務

対

策

部 

本

部

総

務

班 

〇総務課統括係長 

情報防災係長 

( 1 ) 災害対策本部及び本部会議に関すること。 

( 2 ) 避難指示等の発令及び解除に関すること。 

( 3 ) 本部長命令の伝達に関すること。 

( 4 ) 気象情報等の収集に関すること。 

( 5 ) 災害対策要員の配備、招集・編成及び出動に関すること。 

( 6 ) 災害応急対策に係る各対策部との総合調整に関すること。 

( 7 ) 避難施設等の指定、指定避難所責任者等派遣に関するこ

と。 

( 8 ) 国・県・防災関係機関との連絡調整に関すること。 

( 9 ) 自主防災組織等との防災体制及び活動の調整に関するこ

と。 

(10) 災害救助法の適用及び運用の調整に関すること。 

(11) 各種応援協定の適用及び運用の調整に関すること。 

(12) 自衛隊の派遣要請及び派遣部隊の受入れに関すること。 

(13) 災害調査班に関すること。 

(14) 県に対する災害報告に関すること。 

(15) 無線通信の運用及び保守に関すること。 

(16) 他の対策部に属さない事務または本部長の特命に関するこ

と。 

 

≪中略≫ 

 

 

 

対策 

部名 
班名 班 長 所 掌 事 務 

消

防

対

策

部 

消

防

班 

情報防災係長等 

( 1 ) 消防団の招集、動員に係る消防団長との連絡調整に関する

こと。 

( 2 ) 現地警戒班の運営に関すること。 

( 3 ) 水防・火災警報の発令・伝達及び周知に関すること。 

( 4 ) 消防・水防等防災作業の実施及び指揮に関すること。 

( 5 ) 避難指示等に伴う避難住民の誘導に関すること。 

( 6 ) その他消防作業全般に関すること。 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 
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第２章 

災害応急対策 

第３節 

災害救助法の適用及

び運用 

（P68） 

 

大災害が発生し、一定規模以上の被害が生じると災害救助法が適用され、同法に基づき

被災者の保護と社会の秩序の保全を図るため、応急的救助が実施される。 

このため、災害救助法の実施機関・適用基準・被災世帯の算定基準・適用手続きについ

て示し、これに基づいて町は災害救助法を運用する。 

 

第１ 災害救助法の実施機関 

≪省略≫ 

第２ 災害救助法の適用基準 

１ 適用基準 

災害救助法による救助は、次に掲げる程度の災害が発生した町の区域内において、被災

し現に救助を必要とする者に対して行う。 

(1) 町の区域内の住家のうち、滅失した世帯の数が適用基準表の基準 1 号以上である

こと。 

(2) 県内において 1,500 世帯以上の住家が滅失し、町の区域内の住家のうち滅失した

世帯の数が適用基準表の基準 2 号以上であること。 

(3) 県内において 7,000 世帯以上の住家が滅失した場合、又は災害が隔絶した地域に

発生したものである等、災害にかかった者の救護を著しく困難とする特別の事情が

ある場合で、かつ、多数の世帯の住家が滅失したものであること。 

(4) 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれが生じたこと。 

 

大災害が発生し、一定規模以上の被害が生じる場合等には、災害救助法が適用され、同

法に基づき被災者の保護と社会の秩序の保全を図るため、応急的救助が実施される。 

このため、災害救助法の実施機関・適用基準・被災世帯の算定基準・適用手続きについ

て示し、これに基づいて町は災害救助法を運用する。 

 

第１ 災害救助法の実施機関 

≪省略≫ 

第２ 災害救助法の適用基準 

１ 適用基準 

災害救助法による救助は、次に掲げる適用基準に該当する町において、現に救助を必要

とする者に対して行う。 

（1） 災害が発生するおそれがある段階において、国が災害対策基本法に基づく災害対策

本部を設置し、災害により被害を受けるおそれがあり、現に救助を必要とするとき。 

（2） 次に掲げる程度の災害が発生した町の区域内において、被災し現に救助を必要とす

るとき。 

① 町の区域内の住家のうち、滅失した世帯の数が適用基準表の基準 1 号以上である

こと。 

② 県内において 1,500 世帯以上の住家が滅失し、町の区域内の住家のうち滅失した

世帯の数が適用基準表の基準 2 号以上であること。 

③ 県内において 7,000 世帯以上の住家が滅失した場合、又は災害が隔絶した地域に

発生したものである等、災害にかかった者の救護を著しく困難とする特別の事情が

ある場合で、かつ、多数の世帯の住家が滅失したものであること。 

④ 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれが生じたこと。 

災害救助法改正に伴う

修正 

第２章 

災害応急対策 

第９節 

災害情報・被害情報の

収集・伝達 

第１ 

災害情報の収集・伝達 

（P82） 

 

３ 災害情報等の集約、活用、報告及び共有化 

(1) 町における報告情報の集約 

町災害対策本部において、前記方法により報告された災害情報等を整理し、広域応

援要請、自衛隊派遣要請、避難勧告及び指示、災害救助法適用申請等の必要性の有無

を判断できるよう集約し、適宜全職員に徹底する。 

(2) 町から県等への報告 

ア ≪省略≫ 

イ 人命危険情報の中間集約結果の報告 

災害発生後できる限り早く報告する。 

なお、この段階で町災害対策本部での意思決定（広域応援要請、自衛隊派遣要請、

避難勧告及び指示、災害救助法適用申請等の必要性の有無）が得られていれば、県

等へ報告・要請する。 

ウからエ ≪省略≫ 

(3)  ≪省略≫ 

３ 災害情報等の集約、活用、報告及び共有化 

(1) 町における報告情報の集約 

町災害対策本部において、前記方法により報告された災害情報等を整理し、広域応

援要請、自衛隊派遣要請、避難指示、災害救助法適用申請等の必要性の有無を判断で

きるよう集約し、適宜全職員に徹底する。 

(2) 町から県等への報告 

ア ≪省略≫ 

イ 人命危険情報の中間集約結果の報告 

災害発生後できる限り早く報告する。 

なお、この段階で町災害対策本部での意思決定（広域応援要請、自衛隊派遣要請、

避難指示、災害救助法適用申請等の必要性の有無）が得られていれば、県等へ報告・

要請する。 

ウからエ ≪省略≫ 

(3)  ≪省略≫ 

 

 

 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 



  屋久島町地域防災計画【第２編 一般災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

12 

 

第２章 

災害応急対策 

第 10 節 

広報 

（P88～89） 

 

第１ 町による広報 

１ 実施要領 

≪省略≫ 

２ 住民に対する広報の方法 

≪省略≫ 

３ 広報内容 

災害時には、次に示す人命の安全確保、人心の安定及び行政と住民の防災活動を支援す

る広報を優先して実施する。また、気象警報、避難勧告等を住民に周知することにより、

迅速・的確な避難行動に結びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討してお

く。その際、高齢者や障害者等の要配慮者に配慮する。 

(1) 災害危険地域住民への警戒呼びかけ（自主避難）、避難の勧告 

町は、降雨が長期化し災害危険が増大していると判断されるときは、事前に定めた

広報要領により大雨への警戒を強め、必要に応じ避難準備に関する広報を実施する。 

ア 気象情報及び警報の発令 

イ 災害軽減の事前対策 

(2) 災害発生直後の広報 

  ≪省略≫ 

(3) 災害発生後、事態が落ちついた段階での広報 

≪省略≫ 

 

第２ 報道機関等に対する放送の要請・公表 

１ 放送機関に対する災害情報の提供 

避難勧告等の避難に関する情報等、緊急性が高く住民への周知が必要な情報について

は、町は、原則として、県総合防災システムを活用して県に報告し、県は、速やかに放送

機関に情報提供を行う。（放送の即時性の活用） 

また、町は県の放送機関への情報提供を補完するため、放送機関に直接情報提供をす

る。 

第１ 町による広報 

１ 実施要領 

≪省略≫ 

２ 住民に対する広報の方法 

≪省略≫ 

３ 広報内容 

災害時には、次に示す人命の安全確保、人心の安定及び行政と住民の防災活動を支援す

る広報を優先して実施する。また、気象警報、避難勧告等を住民に周知することにより、

迅速・的確な避難行動に結びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討してお

く。その際、高齢者や障害者等の要配慮者に配慮する。 

(1) 災害危険地域住民への警戒呼びかけ（自主避難）、避難の指示 

町は、降雨が長期化し災害危険が増大していると判断されるときは、事前に定めた

広報要領により大雨への警戒を強め、必要に応じ事前準備に関する広報を実施する。 

ア 気象情報及び警報の発令 

イ 災害軽減の事前対策 

(2) 災害発生直後の広報 

  ≪省略≫ 

(3) 災害発生後、事態が落ちついた段階での広報 

≪省略≫ 

 

第２ 報道機関等に対する放送の要請・公表 

１ 放送機関に対する災害情報の提供 

避難指示等の避難に関する情報等、緊急性が高く住民への周知が必要な情報について

は、町は、原則として、県総合防災システムを活用して県に報告し、県は、速やかに放送

機関に情報提供を行う。（放送の即時性の活用） 

また、町は県の放送機関への情報提供を補完するため、放送機関に直接情報提供をす

る。 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 

第２章 

災害応急対策 

第 11 節 

河川災害・土砂災害等

の応急対策 

第２ 

土砂災害の応急対策 

（P92） 

 

３ 土砂災害等による被害の拡大防止（応急復旧措置） 

(1) 土砂災害の応急措置 

≪省略≫ 

(2) 警戒避難体制の確立 

≪省略≫ 

(3) 専門家の派遣による支援 

≪省略≫ 

(4) 土砂災害防止法に基づく緊急調査及び土砂災害緊急情報 

    町は、適切に住民の避難勧告等の判断が行なえるよう、国及び県から、土砂災害が

想定される土地の区域及び時期に関する情報（土砂災害緊急情報）の提供を受ける。 

    町は、土砂災害緊急情報の通知を受けた場合は、適切に避難勧告等の発令を行う。 

 

３ 土砂災害等による被害の拡大防止（応急復旧措置） 

(1) 土砂災害の応急措置 

≪省略≫ 

(2) 警戒避難体制の確立 

≪省略≫ 

(3) 専門家の派遣による支援 

≪省略≫ 

(4) 土砂災害防止法に基づく緊急調査及び土砂災害緊急情報 

    町は、適切に住民の避難勧告等の判断が行なえるよう、国及び県から、土砂災害が

想定される土地の区域及び時期に関する情報（土砂災害緊急情報）の提供を受ける。 

    町は、土砂災害緊急情報の通知を受けた場合は、適切に避難指示等の発令を行う。 

 

 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 
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第２章 

災害応急対策 

第 12 節 

消防活動 

第１ 

町・住民による消防活

動 

（P93） 

 

１ 町による消防活動 

 (1) 熊毛地区消防組合屋久島北分遣所・屋久島南分遣所 

≪省略≫ 

(2) 消防団 

消防団は、火災が発生した場合、消防団長の指揮のもと消防隊と協力して次の消

防活動を行う。 

ア 消火活動 

避難路確保のための消火活動等人命の安全確保を最優先に行う。 

イ 避難誘導 

避難の指示・勧告が出された場合に、これを住民に伝達し、関係機関と連絡を

とりながら住民を安全な場所に避難させる。 

ウ 救急・救助 

消防分遣所による活動を補佐し、要救助者の救助救出と負傷者に対する止血そ

の他の応急処置を行い、安全な場所へ搬送を行う。 

１ 町による消防活動 

 (1) 熊毛地区消防組合屋久島北分遣所・屋久島南分遣所 

≪省略≫ 

(2) 消防団 

消防団は、火災が発生した場合、消防団長の指揮のもと消防隊と協力して次の消

防活動を行う。 

ア 消火活動 

避難路確保のための消火活動等人命の安全確保を最優先に行う。 

イ 避難誘導 

避難の指示が出された場合に、これを住民に伝達し、関係機関と連絡をとりな

がら住民を安全な場所に避難させる。 

ウ 救急・救助 

消防分遣所による活動を補佐し、要救助者の救助救出と負傷者に対する止血そ

の他の応急処置を行い、安全な場所へ搬送を行う。 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 

第２章 

災害応急対策 

（P95） 

 

第 13 節 避難の勧告・指示（緊急）、誘導 

風水害時の出水や土砂災害等の発生に際して、危険があると認められる場合、関係法令に

基づくそれぞれの避難指示権者は、関係する地域の住居者、滞在者その他の者に対し、時期

を失しないよう避難を勧告し、又は指示（緊急）する等の措置をとる。 

(1) 町長は、災害対策基本法第 60 条に基づき、災害時における住民の避難勧告・指示

（緊急）等避難措置を実施するものとし、町長に事故あるときは副町長がその職務を

代理する。また、災害救助法が適用され知事が権限を委任したとき、又は緊急を要し

知事の実施を待つことができないときの指定避難所の開設及び避難者の収容を行

う。 

なお、町内小・中学校における児童生徒の集団避難は、町長等の避難処置によるほ

か、教育長の指示により学校長が実施する。 

(2) 町長の避難指示権等は次のとおりである。 

ア 避難準備・高齢者避難開始 全災害に 町長 

イ 避難の勧告 全災害に 町長（災害対策基本法第 60 条） 

ウ 避難の指示（緊急） 全災害に 町長（災害対策基本法第 60 条） 

エ 指定避難所開設及び収容 知事又は町長 

第１ 要避難状況の早期把握・判断 

１ 要避難状況の把握活動の早期実施 

災害の危険のある場合、必要と認められる地域の住居者、滞在者その他の者に対し立退

きを勧告し、又は指示する等の避難措置は、関係法令に基づきそれぞれの実施責任者が時

期を失しないよう必要な措置をとらなければならない。 

特に町長は、避難措置実施の第一次責任者として警察官、海上保安官、知事及び自衛官

等の協力を求め、常に適切な措置を講ずるため、避難を要する地域の実態の早期把握に努

め、迅速・確実な避難対策に着手できるようにする。 

 

第 13 節 避難の指示、誘導 

風水害時の出水や土砂災害等の発生に際して、危険があると認められる場合、関係法令に

基づくそれぞれの避難指示権者は、関係する地域の住居者、滞在者その他の者に対し、時期

を失しないよう避難を指示する等の措置をとる。 

(1) 町長は、災害対策基本法第 60 条に基づき、災害時における住民の避難指示等避難

措置を実施するものとし、町長に事故あるときは副町長がその職務を代理する。ま

た、災害救助法が適用され知事が権限を委任したとき、又は緊急を要し知事の実施を

待つことができないときの指定避難所の開設及び避難者の収容を行う。 

なお、町内小・中学校における児童生徒の集団避難は、町長等の避難処置によるほ

か、教育長の指示により学校長が実施する。 

(2) 町長の避難指示権等は次のとおりである。 

ア 高齢者等避難       全災害に 町長 

イ 避難の指示  全災害に 町長（災害対策基本法第 60 条） 

ウ 指定避難所開設及び収容 知事又は町長 

第１ 要避難状況の早期把握・判断 

１ 要避難状況の把握活動の早期実施 

災害の危険のある場合、必要と認められる地域の住居者、滞在者その他の者に対し立退

きを指示する等の避難措置は、関係法令に基づきそれぞれの実施責任者が時期を失しな

いよう必要な措置をとらなければならない。 

特に町長は、避難措置実施の第一次責任者として警察官、海上保安官、知事及び自衛官

等の協力を求め、常に適切な措置を講ずるため、避難を要する地域の実態の早期把握に努め、

迅速・確実な避難対策に着手できるようにする。 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 
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第２章 

災害応急対策 

第 13 節 

避難の勧告・指示（緊

急）、誘導 

第１ 

要避難状況の早期把

握・判断 

（P95） 

 

２ 避難対策の必要性の早期判断 

避難を要する状況は、発生した災害の状況により大きく異なるため、被災地域の情報収

集を踏まえ、避難対策の要否を判断する。 

(1) 河川災害からの避難の実施 

気象・降雨状況によって、河川出水による浸水等の被害が生ずる地域も予想される

ため、当該地域の住民が適切な避難活動が実施できるよう、町・消防組合等は、警報

発表以降着手する警戒活動により地域の状況を的確に把握し、避難勧告・指示（緊急）

の伝達及び注意喚起広報を早期に実施し、住民の避難活動を補完する。 

(2) 斜面災害防止のための避難対策 

≪省略≫ 

２ 避難対策の必要性の早期判断 

避難を要する状況は、発生した災害の状況により大きく異なるため、被災地域の情報収

集を踏まえ、避難対策の要否を判断する。 

(1) 河川災害からの避難の実施 

気象・降雨状況によって、河川出水による浸水等の被害が生ずる地域も予想される

ため、当該地域の住民が適切な避難活動が実施できるよう、町・消防組合等は、警報

発表以降着手する警戒活動により地域の状況を的確に把握し、避難指示の伝達及び

注意喚起広報を早期に実施し、住民の避難活動を補完する。 

(2) 斜面災害防止のための避難対策 

≪省略≫ 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 

第２章 

災害応急対策 

第 13 節 

避難の勧告・指示（緊

急）、誘導 

（P96） 

 

第２ 避難勧告等の実施 

１ 避難勧告等の基準と区分 

避難勧告等の発令については、対象となる災害を①暴風災害、②土砂災害、③高潮災害、

④津波災害とし、以下の基準を参考に、各種防災気象情報、鹿児島県土砂災害警戒情報、土

砂災害警戒監視情報、現地情報等を収集し、総合的に判断して発令する。 

(1) 避難準備・高齢者等避難開始 

対象災害 地域等 判断基準 

暴風災害 対象地域 

・暴風警報が発表され、相当な暴風で短時間に危険

が予想される場合（風速 25m/s 位で更に強まって

いくような場合 

土砂災害 

（豪雨災害）

土砂災害警戒区域等 
・大雨警報が発表され、相当な豪雨で短時間に危険

が予想される場合（時間雨量が 90mm を超えたとき

のような場合） 

土石流危険渓流 

急傾斜地崩壊危険個所 

地すべり危険個所 

高潮災害 対象地域 ・高潮による被害が予想される場合 
 

第２ 避難指示等の実施 

１ 避難指示等の基準と区分 

避難指示等の発令については、対象となる災害を①暴風災害、②土砂災害、③高潮災害、

④津波災害とし、以下の基準を参考に、各種防災気象情報、鹿児島県土砂災害警戒情報、土

砂災害警戒監視情報、現地情報等を収集し、総合的に判断して発令する。 

(1)高齢者等避難 

対象災害 地域等 判断基準 

暴風災害 対象地域 

・暴風警報が発表され、相当な暴風で短時間に危険

が予想される場合（風速 25m/s 位で更に強まって

いくような場合 

土砂災害 

（豪雨災害）
対象地域 

・大雨警報が発表され、相当な豪雨で短時間に危険

が予想される場合（時間雨量が 90mm を超えたとき

のような場合） 

高潮災害 対象地域 ・高潮による被害が予想される場合 
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第２章 

災害応急対策 

第 13 節 

避難の勧告・指示（緊

急）、誘導 

第２ 

避難勧告等の実施 

１避難勧告等の基準

と区分 

（P96～97） 

 

(2) 避難勧告 

対象災害 地域等 判断基準 

暴風災害 対象地域 

・引き続き風速が強まり、災害の発生が予想され、

生命・身体の危険が迫ってきたとき（風速が 35m/s

以上となり、更に強まっていくことが予想される

場合） 

土砂災害 

対象地域 

・大雨特別警報あるいは土砂災害警戒情報が発表さ

れた場合 

・記録的短時間大雨情報等が発表され重大な災害が

起こるおそれがあると予想される場合 

・近隣で前兆現象（斜面崩壊、斜面のはらみ、擁壁

等にクラック発生等）の発見があったとき 

土砂災害警戒区域等 
・大雨警報が発表され、相当な豪雨で短時間に危険

が予想される場合（時間雨量が 110mm を超えたと

きのような場合） 

土石流危険渓流 

急傾斜地崩壊危険個所 

地すべり危険個所 

高潮災害 対象地域 
・高潮による重大な災害が起こるおそれがあると予

想される場合 

津波災害 対象地域 

・津波警報（津波）が発表された場合 

・津波注意報が発表され、被害が発生するおそれが

ある場合 

(3) 避難指示（緊急） 

対象災害 地域等 判断基準 

暴風災害 対象地域 

・災害発生となる事象が避難勧告の段階より悪化

し、災害発生が時間的に切迫し、かつ確実視され

るに至った場合 

土砂災害 

（豪雨災害） 
対象地域 

高潮災害 対象地域 

津波災害 対象地域 ・津波警報（大津波）が発表された場合 
 

(2) 避難指示 

対象災害 地域等 判断基準 

暴風災害 対象地域 

・引き続き風速が強まり、災害の発生が予想され、

生命・身体の危険が迫ってきたとき（風速が 35m/s

以上となり、更に強まっていくことが予想される

場合） 

土砂災害 対象地域 

・大雨特別警報あるいは土砂災害警戒情報が発表さ

れた場合 

・記録的短時間大雨情報等が発表され重大な災害が

起こるおそれがあると予想される場合 

・近隣で前兆現象（斜面崩壊、斜面のはらみ、擁壁

等にクラック発生等）の発見があったとき 

・大雨警報が発表され、相当な豪雨で短時間に危険

が予想される場合（時間雨量が 110mm を超えたと

きのような場合） 

高潮災害 対象地域 
・高潮による重大な災害が起こるおそれがあると予

想される場合 

津波災害 対象地域 

・大津波警報が発表された場合 

・津波警報が発表された場合 

・津波注意報が発表され、被害が発生するおそれが

ある場合 
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第２章 

災害応急対策 

第 13 節 

避難の勧告・指示（緊

急）、誘導 

第２ 

避難勧告等の実施 

１避難勧告等の基準

と区分 

（P97） 

 

避難勧告等の区分・警戒レベル・居住者等に求められる行動整理票 

区  分 警戒レベル 居住者等に求められる行動 

避難準備・ 

高齢者等

避難開始 

警戒レベル

３ 

【高齢者等避難】 

・避難に時間のかかる要配慮者とその支援者は立ち退き避難す

る。 

・その他の人は立ち退き避難の準備を整えるとともに、以降の防災

気象情報、水位情報等に注意を払い、自発的に避難を開始する

ことが望ましい。 

・特に、突発性が高く予測が困難な土砂災害の危険性がある河川

沿いでは、避難準備が整い次第、当該災害に対応した指定緊急

避難場所へ立ち退き避難することが強く望まれる。 

避難勧告 
警戒レベル

４ 

【全員避難】 

〇指定避難場所等への立退き避難を基本とする避難行動をとる。 

・予想される災害に対応した指定緊急避難場所へ速やかに立

退き避難する。 

・指定緊急避難場所への避難はかえって命に危険を及ぼしか

ねないと自ら判断する場合には、「近隣の安全な場所」※1 への

避難や、少しでも命が助かる可能性の高い避難行動として、

「屋内安全確保」※2 を行う。 

避難指示

（緊急） 

警戒レベル

４ 

〇災害が発生するおそれが極めて高い状況等となっており、緊急

的に避難する。 

・指定緊急避難場所への立退き避難に限らず、「近隣の安全 

な場所」※1 への避難や、少しでも命が助かる可能性の高い避 

難行動として、「屋内安全確保」※2 を行う。 

・避難指示（緊急）は、地域の状況に応じて緊急的又は重ねて

避難を促す場合などに発令されるものであり、必ず発令される 

ものではないことに留意する。 

災 害 発 生

情報 

警戒レベル

５ 

【災害発生】 

・既に災害が発生している状況であり、命を守るための最善の行

動をとる。 

・町が災害発生を確実に把握できるものではないため、災害が発

生した場合に必ず発令されるものではないことに留意する。 

※1 近隣の安全な場所：指定緊急避難場所ではないが、近隣のより安全な場所・建物等 

※2 屋内安全確保：その時点に居る建物内において、より安全な部屋等への移動 

注） 突発的な災害の場合、ちょうとからの避難勧告等の発令が間に合わないこともあるため、自ら警

戒レベル相当情報等を確認し避難の必要性を判断するとともに、身の危険を感じたら躊躇なく自発

的に避難する。特に、津波について、居住者等は津波のおそれがある地域にいるときや海沿いにい

るときに、地震に伴う強い揺れ又は長時間ゆっくりとした揺れを感じた場合、気象庁の津波警報等

の発表や町からの避難指示（緊急）を待たずに、居住者等が自発的かつ速やかに立退き避難をする

ことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難情報と居住者等がとるべき行動 

区  分 警戒レベル 居住者等に求められる行動 

緊急安全

確保 

警戒レベル

５ 

▶発令される状況：災害発生又は切迫（必ず発令される情報では

ない） 

▶居住者等がとるべき行動：命の危険 直ちに安全確保！ 

 ・ 指定緊急避難場所等への立退き避難をすることがかえって危

険である場合、緊急安全確保する。 

ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動を安全にとることが

できるとは限らず、また本行動をとったとしても身の安全を確保

できるとは限らない。 

避難指示 
警戒レベル

４ 

▶発令される状況：災害のおそれ高い 

▶居住者等がとるべき行動：危険な場所から全員避難 

 ・ 危険な場所から全員避難（立退き避難又は屋内安全確

保）する。 

高齢者等

避難 

警戒レベル

３ 

▶発令される状況：災害のおそれあり 

▶居住者等がとるべき行動：危険な場所から高齢者等は避難 

 ・ 高齢者等は危険な場所から避難（立退き避難又は屋内安

全確保）する。 

   ※ 避難を完了させるのに時間を要する在宅又は施設利

用者の高齢者及び障害のある人等、及びその人の避難

を支援する者。 

 ・ 高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等の外出を控える

など普段の行動を見合わせ始めたり、避難の準備をしたり、

自主的に避難するタイミングである。例えば、地域の状況に

応じ、早めの避難が望ましい場所の居住者等は、このタイミン

グで自主的に避難することが望ましい。 

大雨・洪

水・高潮

注意報 

警戒レベル

２ 

▶発令される状況：気象状況悪化 

▶居住者等がとるべき行動：自らの避難行動を確認 

  ・ ハザードマップ等により自宅・施設等の災害リスク、指定緊

急避難場所や避難経路、避難のタイミング等を再確認すると

ともに、避難情報の把握手段を再確認・注意するなど、避難

に備え自らの避難行動を確認。 

早期注意

情報 

警戒レベル

１ 

▶発令される状況：今後気象状況悪化のおそれ 

▶居住者等がとるべき行動：災害への心構えを高める 

  ・ 防災気象情報等の最新情報に注意する等、災害への心構

えを高める。 
 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 
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第２章 

災害応急対策 

第 13 節 

避難の勧告・指示（緊

急）、誘導 

第２ 

避難勧告等の実施 

（P98） 

 

２ 町の実施する避難措置 

(1) 避難者に周知すべき事項 

町域内において災害の危険がある場合、必要と認める地域にある居住者・滞在者そ

の他の者に対し避難措置を実施する。避難の勧告又は指示を行う場合は、状況の許す

限り次の事項を避難者に徹底するように努める。 

アからエ ≪省略≫ 

(2) 避難対策の通報・報告 

   ≪省略≫ 

(3) 警戒区域の設定 

   ≪省略≫ 

 

３ 避難勧告等の実施要領 

(1) 避難の指示（緊急）等は迅速に、しかも関係者に徹底するような方法で実施する。

(2)から(5) ≪省略≫ 

 

４ 避難勧告等の伝達方法 

住民に対する避難指示等の伝達は、概ね次の方法のうち実情に即した方法により、周知

徹底を図る。 

(1)から（6） ≪省略≫ 

（7） 洪水及び高潮による避難の勧告指示は次の信号による。 

区 分 サ イ レ ン 警 鐘 

勧 告 5 秒 休止（6 秒） 5 秒 3 点打 休止 3 点打 

指 示 1 分 休止（5 秒） 1 分 乱 打 
 

２ 町の実施する避難措置 

(1) 避難者に周知すべき事項 

町域内において災害の危険がある場合、必要と認める地域にある居住者・滞在者そ

の他の者に対し避難措置を実施する。避難の指示を行う場合は、状況の許す限り次の

事項を避難者に徹底するように努める。 

アからエ ≪省略≫ 

(2) 避難対策の通報・報告 

   ≪省略≫ 

(3) 警戒区域の設定 

   ≪省略≫ 

 

３ 避難指示等の実施要領 

(1) 避難の指示等は迅速に、しかも関係者に徹底するような方法で実施する。 

(2)から(5) ≪省略≫ 

 

４ 避難指示等の伝達方法 

住民に対する避難指示等の伝達は、概ね次の方法のうち実情に即した方法により、周知

徹底を図る。 

(1)から（6） ≪省略≫ 

（7） 洪水及び高潮による避難の指示は次の信号による。 

区 分 サ イ レ ン 警 鐘 

指 示 1 分 休止（5 秒） 1 分 乱 打 

 

  

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 

第２章 

災害応急対策 

第 13 節 

避難の勧告・指示（緊

急）、誘導 

第２ 

避難勧告等の実施 

（P99） 

 

６ 要配慮者の避難対策 

要配慮者の避難については、以下の点に留意して優先して行う。 

(1) 町長は、避難を要する要配慮者の掌握に努めるとともに、あらかじめ定めた避難指

示（緊急）の伝達方法及び誘導方法により指定避難所へ誘導する。 

(2) ≪省略≫  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 要配慮者の避難対策 

要配慮者の避難については、以下の点に留意して優先して行う。 

(1) 町長は、避難を要する要配慮者の掌握に努めるとともに、あらかじめ定めた避難指

示の伝達方法及び誘導方法により指定避難所へ誘導する。 

(2) ≪省略≫ 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 
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第２章 

災害応急対策 

第 13 節 

避難の勧告・指示（緊

急）、誘導 

第３ 

学校等における児童

生徒等の避難 

（P100） 

 

１ 避難の指示（緊急）等の徹底 

(1) 教育長の避難の指示（緊急）等は、町長等の指示により行うほか、安全性を考慮し

て早期に実施する。 

(2)から(5) ≪省略≫ 

(6) 避難が比較的長期にわたると判断されるときは、避難勧告の段階において児童生

徒をその保護者のもとに誘導し引き渡す。 

(7)から(8) ≪省略≫ 

２ 避難の勧告・指示（緊急）の伝達 

≪省略≫ 

３ 学校等における避難誘導 

(1) 在校中の小・中学校の児童生徒の避難誘導 

ア ≪省略≫ 

イ 校長は、概ね次の事項を考慮し、避難誘導が安全かつ迅速に行われるよう努める。 

(ア) 災害種別に応じた避難勧告等の伝達方法 

(イ)から(オ) ≪省略≫ 

１ 避難の指示等の徹底 

(1) 教育長の避難の指示等は、町長等の指示により行うほか、安全性を考慮して早期に

実施する。 

(2)から(5) ≪省略≫ 

(6) 避難が比較的長期にわたると判断されるときは、避難指示の段階において児童生

徒をその保護者のもとに誘導し引き渡す。 

(7)から(8) ≪省略≫ 

２ 避難の指示の伝達 

≪省略≫ 

３ 学校等における避難誘導 

(1) 在校中の小・中学校の児童生徒の避難誘導 

ア ≪省略≫ 

イ 校長は、概ね次の事項を考慮し、避難誘導が安全かつ迅速に行われるよう努める。 

(ア) 災害種別に応じた避難指示等の伝達方法 

(イ)から(オ) ≪省略≫ 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 

第２章 

災害応急対策 

第 13 節 

避難の勧告・指示（緊

急）、誘導 

第４ 

不特定多数の者が出

入りする施設の避難 

（P101） 

３ 避難の勧告・指示（緊急）の伝達 

不特定多数の者が出入りする施設、病院・社会福祉施設等の管理者は、各々の消防計画等

に定めた避難計画に従い、各種広報施設を利用して必要な情報を関係者に周知・徹底し、避

難措置を講ずる。 

 

３ 避難の指示の伝達 

不特定多数の者が出入りする施設、病院・社会福祉施設等の管理者は、各々の消防計画等

に定めた避難計画に従い、各種広報施設を利用して必要な情報を関係者に周知・徹底し、避

難措置を講ずる。 

 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴う

修正 

第２章 

災害応急対策 

第 22 節 

生活必需品の給与 

第１ 

生活必需品の調達 

（P123） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 備蓄物資の調達 

被災者に対する被服、寝具、その他生活必需品等物資の供給は町長が行う。ただし、災

害救助法が適用された場合等は県が行う。 

また、日本赤十字社鹿児島県支部も保管物資を放出する。 

(1) 県の備蓄 

  （令和 2 年 4 月 1 日現在）  

備 蓄 場 所 

災害救助法による物資  備蓄内容 

品名 ｱﾙﾌｧ米 
保存水 

(500 ㎖)
毛布 タオル 

大人用 

ｵﾑﾂ 

ﾌﾞﾙｰ 

ｼｰﾄ 

姶良市平松 6252 

鹿児島県防災研修センタ

（電話 0995-64-

5251） 

数量 23,994 食 19,648 本 1,584 枚 5,800 枚 1,490 枚 100 枚 

（県防災計画より） 

 

 

 

１ 備蓄物資の調達 

被災者に対する被服、寝具、その他生活必需品等物資の供給は町長が行う。ただし、災

害救助法が適用された場合等は県が行う。 

また、日本赤十字社鹿児島県支部も保管物資を放出する。 

(1) 県の備蓄 

  （令和 3 年 4 月 1 日現在）  

備 蓄 場 所 

災害救助法による物資  備蓄内容 

品名 ｱﾙﾌｧ米 
保存水 

(500 ㎖)
毛布 タオル 

大人用 

ｵﾑﾂ 

ﾌﾞﾙｰ 

ｼｰﾄ 

姶良市平松 6252 

鹿児島県防災研修センタ

（電話 0995-64-

5251） 

数量 23,994 食 19,648 本 1,539 枚 13,653 枚 1,490 枚 97 枚 

（県防災計画より） 

 

 

 

県地域防災計画の修正

に伴う修正 
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第２章 

災害応急対策 

第 22 節 

生活必需品の給与 

第１ 

生活必需品の調達 

（P123） 

(2) 日本赤十字社鹿児島県支部の備蓄 

（令和 2 年 3 月 31 日現在）  

備 蓄 場 所 
備蓄内容 

毛 布 緊急セット タオルケット ブルーシート 

支 部 倉 庫 1,714 枚   343 個 1,945 枚 1,144 枚 

常 備 地 区 1,950 枚   976 個 1,227 枚 1,016 枚 

計 3,664 枚 1,319 個 3,172 枚 2,160 枚 

（県防災計画より） 

 

(2) 日本赤十字社鹿児島県支部の備蓄 

（令和 3 年 3 月 31 日現在）  

備 蓄 場 所 
備蓄内容 

毛 布 緊急品セット タオルケット ブルーシート 

支 部 倉 庫 1,963 枚   689 個 2,199 枚   622 枚 

常 備 地 区 1,997 枚   958 個 1,265 枚 1,163 枚 

計 3,960 枚 1,647 個 3,464 枚 1,785 枚 

（県防災計画より） 

 

県地域防災計画の修正

に伴う修正 

 

第３章 

特殊災害対策 

第３節 

道路事故対策 

第１ 

予防対策 

（P158） 

１ 道路施設の整備 

道路は、災害時の消防、救出、避難、医療、救援活動の際、重要な交通手段・輸送経

路の役割を果たすことになるため、町及び県等の各道路管理者は、既存道路施設等の安

全化を基本に、以下の防災対策等に努める。 

(1) 所管道路の防災対策工事 

道路機能を確保するため、所管道路については、道路防災総点検等に基づき対策が

必要な箇所について法面の補強等の防災対策工事を実施する。 

(2) 所管道路の橋梁における耐震対策工事 

所管道路における橋梁の機能を確保するため、町及び各管理者においては、道路防

災総点検等に基づき、対策が必要な橋梁について架替、補強、落橋防止装置等の対策

工事を実施する。 

(3) トンネルの補強 

トンネルの交通機能確保のため、所管トンネルについて安全点検調査を実施し、

補強対策工事が必要であると指摘された箇所についてトンネルの補強を実施する。 

１ 道路施設の整備 

道路は、災害時の消防、救出、避難、医療、救援活動の際、重要な交通手段・輸送経

路の役割を果たすことになるため、町及び県等の各道路管理者は、既存道路施設等の安

全化を基本に、以下の防災対策等に努める。 

(1) 所管道路の防災対策工事 

道路機能を確保するため、所管道路については、道路防災総点検等に基づき対策が

必要な箇所について法面の補強等の防災対策工事を実施する。 

(2) トンネルの補強 

トンネルの交通機能確保のため、所管トンネルについて安全点検調査を実施し、

補強対策工事が必要であると指摘された箇所についてトンネルの補強を実施する。 

県地域防災計画の修正

に伴う修正 

第３章 

特殊災害対策 

第４節 

危険物等災害対策 

第２ 

応急対策 

（P164） 

７ 避難収容活動 

(1) 避難誘導の実施 

第 2 章第 13 節「避難の勧告・指示、誘導」に準ずる。 

(2)から(3) ≪省略≫ 

７ 避難収容活動 

(1) 避難誘導の実施 

第 2 章第 13 節「避難の指示、誘導」に準ずる。 

(2)から(3) ≪省略≫ 

「避難情報に関するガ

イドライン」改定に伴

う修正 

第３章 

特殊災害対策 

第５節 

林野火災対策 

第２ 

応急対策 

（P166） 

５ 避難収容活動の整備 

(1) 避難誘導の実施 

第 2 章第 13 節「避難の勧告・指示、誘導」に準ずる。 

(2)から(3) ≪省略≫ 

５ 避難収容活動の整備 

(1) 避難誘導の実施 

第 2 章第 13 節「避難の指示、誘導」に準ずる。 

(2)から(3) ≪省略≫ 

「避難情報に関するガ

イドライン」 
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第１章 

地震災害予防 

第 10 節 

避難体制の整備 

（P181） 

地震時には、延焼火災の拡大等のため、住民の避難を要する地域が数多く出ることが予想され

る。 

このため、地震災害時における町長等の避難指示権者が行う避難の指示（緊急）等の基準や避

難対策の実施要領を定め、関係住民の適切・安全な避難体制を推進する。 

なお、避難に際しては、特に高齢者、障害者その他の要配慮者の安全避難について留意する。 

具体的な避難体制の整備については、第 2 編第 1 章第 10 節「避難体制の整備」に準ずる。 

地震時には、延焼火災の拡大等のため、住民の避難を要する地域が数多く出ることが予想され

る。 

このため、地震災害時における町長等の避難指示権者が行う避難の指示等の基準や避難対策

の実施要領を定め、関係住民の適切・安全な避難体制を推進する。 

なお、避難に際しては、特に高齢者、障害者その他の要配慮者の安全避難について留意する。 

具体的な避難体制の整備については、第 2 編第 1 章第 10 節「避難体制の整備」に準ずる。 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修正 

第２章 

地震災害応急対策 

第９節 

災害情報・被害情報

の収集・伝達 

（P191） 

(1) 町から国・県への報告 

町は、震度 4 以上を把握した場合は県へ被害概況に関する報告をすることになっ

ているが、報告は以下を目標に行う。 

ア ≪省略≫ 

イ 人命危険情報の中間集約結果の報告 

地震発生後 30 分以内。遅くとも 1 時間以内とする。 

なお、震度 5 強以上を観測した場合は、町は県・消防庁に対して報告を行う。 

この段階で町災害対策本部での意思決定（広域応援要請、自衛隊派遣要請、避難

の勧告・指示、災害救助法の適用申請等の必要性の有無）が得られていれば、県等

へ報告する。 

ウ ≪省略≫ 

(1) 町から国・県への報告 

町は、震度 4 以上を把握した場合は県へ被害概況に関する報告をすることになっ

ているが、報告は以下を目標に行う。 

ア ≪省略≫ 

イ 人命危険情報の中間集約結果の報告 

地震発生後 30 分以内。遅くとも 1 時間以内とする。 

なお、震度 5 強以上を観測した場合は、町は県・消防庁に対して報告を行う。 

この段階で町災害対策本部での意思決定（広域応援要請、自衛隊派遣要請、避難

の指示、災害救助法の適用申請等の必要性の有無）が得られていれば、県等へ報告

する。 

ウ ≪省略≫ 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修正 

第２章 

地震災害応急対策 

第 10 節 

広報 

第１ 

町による広報 

（P192） 

１ 広報内容 

地震時には、次に示す人命の安全確保、人心の安定及び行政と住民の防災活動を支援す

る広報を優先して実施する。 

また、気象警報、避難勧告等を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動に結

びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討しておく。 

(1) 沿岸部の住民への警戒呼びかけ（避難誘導）、避難の勧告 

町は、津波が来襲するおそれがある場合、事前に定めた広報要領により、津波から

の避難に関する広報を即座に実施する。広報の承認手続のために、時間を浪費しない

よう特に留意する。 

(2)から(3) ≪省略≫ 

２ 広報手段 

広報は、町が保有する防災行政無線、広報車、インターネット（町ホームページ、ツ

イッター、フェイスブック等のソーシャルメディア、ポータルサイト、鹿児島県防災

Web）、L アラート、緊急速報（エリアメール等）、コミュニティ FM 放送、ワンセグ

放送、町職員・消防団・自主防災組織等による口頭などの各伝達手段による。 

また、「避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）」等の避難に関

する情報等、緊急性が高く住民への周知が必要な情報については、本節第 2「1 放送機

関に対する災害情報の提供」に示す放送機関への情報の提供を行い、住民への周知に努

める。 

１ 広報内容 

地震時には、次に示す人命の安全確保、人心の安定及び行政と住民の防災活動を支援す

る広報を優先して実施する。 

また、気象警報、避難指示等を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動に結

びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討しておく。 

(1) 沿岸部の住民への警戒呼びかけ（避難誘導）、避難の指示 

町は、津波が来襲するおそれがある場合、事前に定めた広報要領により、津波から

の避難に関する広報を即座に実施する。広報の承認手続のために、時間を浪費しない

よう特に留意する。 

(2)から(3) ≪省略≫ 

２ 広報手段 

広報は、町が保有する防災行政無線、広報車、インターネット（町ホームページ、ツ

イッター、フェイスブック等のソーシャルメディア、ポータルサイト、鹿児島県防災

Web）、L アラート、緊急速報（エリアメール等）、コミュニティ FM 放送、ワンセグ

放送、町職員・消防団・自主防災組織等による口頭などの各伝達手段による。 

また、「高齢者等避難、避難指示」等の避難に関する情報等、緊急性が高く住民への周知が

必要な情報については、本節第 2「1 放送機関に対する災害情報の提供」に示す放送機関

への情報の提供を行い、住民への周知に努める。 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修正 

資料４ 
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第２章 

地震災害応急対策 

第 10 節 

広報 

第２ 

報道機関等に対する

放送の発表・要請 

（P193） 

１ 放送機関に対する災害情報の提供 

「避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）」等の避難に関する情

報等、緊急性が高く住民への周知が必要な情報については、町は、原則として、県総合

防災システムを活用して県に報告し、県は速やかに放送機関に情報提供を行う。（放送

の即時性の活用） 

また、町は、県の放送機関への情報提供を補完するため、放送機関に直接情報提供を

する。 

１ 放送機関に対する災害情報の提供 

「高齢者等避難、避難指示」等の避難に関する情報等、緊急性が高く住民への周知が

必要な情報については、町は、原則として、県総合防災システムを活用して県に報告

し、県は速やかに放送機関に情報提供を行う。（放送の即時性の活用） 

また、町は、県の放送機関への情報提供を補完するため、放送機関に直接情報提供をす

る。 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修正 

第２章 

地震災害応急対策 

（P195） 

第 13 節 避難の勧告・指示（緊急）、誘導 

地震の発生に際して、危険があると認められる場合、関係法令に基づくそれぞれの避難指

示権者は、関係する地域の居住者、滞在者その他の者に対し、時期を失しないよう避難を勧

告し又は指示（緊急）する等の措置をとる必要が生じる。 

(1) 町長は、災害対策基本法第 60 条に基づき、災害時における住民の避難勧告・指示

（緊急）等避難措置を実施するものとし、町長に事故あるときは副町長がその職務を

代理する。また、災害救助法が適用され知事が権限を委任したとき、又は緊急を要し

知事の実施を待つことができないときの指定避難所の開設及び避難者の収容を行

う。 

なお、町内小・中学校における児童生徒の集団避難は、町長等の避難処置によるほ

か、教育長の指示により学校長が実施する。 

(2) 町長の避難指示権等は次のとおりである。 

ア 避難の勧告 全災害に 町長（災害対策基本法第 60 条） 

イ 避難の指示（緊急） 全災害に 町長（災害対策基本法第 60 条） 

ウ 指定避難所開設及び収容 知事又は町長 

具体的な避難活動については、第 2 編第 2 章第 13 節「避難の勧告・指示(緊

急)、誘導」に準ずる。 

第 13 節 避難の指示、誘導 

地震の発生に際して、危険があると認められる場合、関係法令に基づくそれぞれの避難指

示権者は、関係する地域の居住者、滞在者その他の者に対し、時期を失しないよう避難を指

示する等の措置をとる必要が生じる。 

(1) 町長は、災害対策基本法第 60 条に基づき、災害時における住民の避難指示等避難

措置を実施するものとし、町長に事故あるときは副町長がその職務を代理する。ま

た、災害救助法が適用され知事が権限を委任したとき、又は緊急を要し知事の実施を

待つことができないときの指定避難所の開設及び避難者の収容を行う。 

なお、町内小・中学校における児童生徒の集団避難は、町長等の避難処置によるほ

か、教育長の指示により学校長が実施する。 

(2) 町長の避難指示権等は次のとおりである。 

ア 避難の指示  全災害に 町長（災害対策基本法第 60 条） 

イ 指定避難所開設及び収容 知事又は町長 

具体的な避難活動については、第 2 編第 2 章第 13 節「避難の指示、誘導」に準ず

る。 

 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修正 
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第１章 

津波災害予防 

第４節 

津波災害防止対策の

推進 

第４ 

津波災害に対する広

報・避難体制の整備 

 （P207） 

１ 避難の勧告指示の伝達・広報体制の整備 

津波に関する避難勧告・指示が出されたとき、沿岸住民や旅行者、海水浴客等に伝達で

きるよう、防災行政無線（屋外同報系等による）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲ

Ｔ）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メールを含

む。）等の広報手段を事前に整備しておくとともに、防災行政無線や広報車等の広報手段

の運用要領や広報案文を整備しておくなどの事前措置を講じておく。 

住民等への伝達・広報体制の整備方法は、第２編第２章第 10 節第 1「２ 住民に対す

る広報の方法」に準ずる。 

 

１ 避難の指示の伝達・広報体制の整備 

津波に関する避難指示が出されたとき、沿岸住民や旅行者、海水浴客等に伝達できるよ

う、防災行政無線（屋外同報系等による）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テ

レビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メールを含む。）等

の広報手段を事前に整備しておくとともに、防災行政無線や広報車等の広報手段の運用

要領や広報案文を整備しておくなどの事前措置を講じておく。 

住民等への伝達・広報体制の整備方法は、第２編第２章第 10 節第 1「２ 住民に対す

る広報の方法」に準ずる。 

 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修

正 

第１章 

津波災害予防 

第 15 節 

避難体制の整備 

 

 （P213） 

津波災害においては、住民の避難を要する地域が数多く出ることが予想される。 

このため、津波避難に関する計画や津波災害時における町長等の避難指示権者が行う避難

の指示（緊急）等の基準、防災マップ及び海抜表示板等を作成し、その周知に努めるなど、

関係住民の適切・安全な避難体制を推進する。なお、避難に際しては、特に、高齢者、障害

者その他の要配慮者の安全な避難について留意する。 

 

第１ 安全に避難するための計画の策定 

１ 津波避難計画の策定 

津波発生時の避難を円滑に行うため、津波による浸水が想定される地域においては、次

の点に留意の上、地域の実情を考慮した具体的な避難計画を策定するよう努める。 

また、町は、県が提示する指針を基に、津波避難計画を策定する。 

(1)から(4) ≪省略≫ 

(5) 津波避難計画において定めるべき事項は、概ね次のとおりとする。 

アからカ ≪省略≫ 

キ 避難準備・高齢者等避難開始・避難勧告・指示（緊急）の発令 

クからコ ≪省略≫ 

波災害においては、住民の避難を要する地域が数多く出ることが予想される。 

このため、津波避難に関する計画や津波災害時における町長等の避難指示権者が行う避

難の指示等の基準、防災マップ及び海抜表示板等を作成し、その周知に努めるなど、関係住

民の適切・安全な避難体制を推進する。なお、避難に際しては、特に、高齢者、障害者その

他の要配慮者の安全な避難について留意する。 

 

第１ 安全に避難するための計画の策定 

 

１ 津波避難計画の策定 

津波発生時の避難を円滑に行うため、津波による浸水が想定される地域においては、次

の点に留意の上、地域の実情を考慮した具体的な避難計画を策定するよう努める。 

また、町は、県が提示する指針を基に、津波避難計画を策定する。 

(1)から(4) ≪省略≫ 

(5) 津波避難計画において定めるべき事項は、概ね次のとおりとする。 

アからカ ≪省略≫ 

キ 高齢者等避難・避難指示の発令 

クからコ ≪省略≫ 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修

正 

第１章 

津波災害予防 

第 21 節 

防災知識の普及・啓

発 

（P218） 

１ 基本的な考え方 

(1) ≪省略≫  

 (2) 県及び町等は、防災週間、津波防災の日及び防災関連行事等を通じ、住民に対し、津

波災害時のシミュレーション結果等を示しながらその危険性を周知するとともに、以下

の事項について普及啓発を図る。 

アからウ ≪省略≫ 

エ 津波警報等の発表時や避難指示、避難勧告の発令時にとるべき行動 

オからキ ≪省略≫ 

１ 基本的な考え方 

(1) ≪省略≫  

 (2) 県及び町等は、防災週間、津波防災の日及び防災関連行事等を通じ、住民に対し、津

波災害時のシミュレーション結果等を示しながらその危険性を周知するとともに、以

下の事項について普及啓発を図る。 

アからウ ≪省略≫ 

エ 津波警報等の発表時や避難指示の発令時にとるべき行動 

オからキ ≪省略≫ 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修

正 

資料５ 
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第２章 

津波災害応急対策 

第８節 

津波警報・津波情報

等の収集・伝達 

第３ 

津波等に対する自衛

措置伝達 

（P233） 

１ 津波への警戒、避難の勧告 

近海で、地震が発生した場合は、津波警報等発表以前であっても津波が来襲するおそれ

がある。このため、強い揺れ（震度４程度以上）を感じたとき、又は弱い揺れであっても

長い時間ゆっくりとした揺れを感じたときは、以下のように対応する。 

(1) 住民等の対応 ≪省略≫ 

 (2) 町の対応 

   町は、防災行政無線等を用いたり、漁業協同組合、宿泊施設、関係施設・団体等の      

協力等を得て、海岸付近の住民や海浜にいる者等を直ちに海浜からの避難を勧告・指

示する。 

１ 津波への警戒、避難の指示 

近海で、地震が発生した場合は、津波警報等発表以前であっても津波が来襲するおそれ

がある。このため、強い揺れ（震度４程度以上）を感じたとき、又は弱い揺れであっても

長い時間ゆっくりとした揺れを感じたときは、以下のように対応する。 

(1) 住民等の対応 ≪省略≫ 

(2) 町の対応 

 町は、防災行政無線等を用いたり、漁業協同組合、宿泊施設、関係施設・団体等の      

協力等を得て、海岸付近の住民や海浜にいる者等を直ちに海浜からの避難を指示する。

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修

正 

第２章 

津波災害応急対策 

第９節 

災害情報・被害情報

の収集・伝達 

（P235） 

(1) 町から国・県への報告 

町は、震度 4 以上を把握した場合は県へ被害概況に関する報告をすることになって

いるが、報告は以下を目標に行う。 

ア 第 1 報（参集途上の被害状況・庁舎周辺の被害状況） ≪省略≫ 

イ 人命危険情報の中間集約結果の報告 

地震発生後 30 分以内。遅くとも 1 時間以内とする。 

なお、震度 5 強以上を観測した場合は、町は県・消防庁に対して報告を行う。 

この段階で町災害対策本部での意思決定（広域応援要請、自衛隊派遣要請、避難の

勧告・指示、災害救助法の適用申請等の必要性の有無）が得られていれば、県等へ報

告する。 

ウ 人命危険情報の集約結果（全体概要）の報告 ≪省略≫ 

(1) 町から国・県への報告 

町は、震度 4 以上を把握した場合は県へ被害概況に関する報告をすることになって

いるが、報告は以下を目標に行う。 

ア 第 1 報（参集途上の被害状況・庁舎周辺の被害状況） ≪省略≫ 

イ 人命危険情報の中間集約結果の報告 

地震発生後 30 分以内。遅くとも 1 時間以内とする。 

なお、震度 5 強以上を観測した場合は、町は県・消防庁に対して報告を行う。 

この段階で町災害対策本部での意思決定（広域応援要請、自衛隊派遣要請、避難の

指示、災害救助法の適用申請等の必要性の有無）が得られていれば、県等へ報告する。 

ウ 人命危険情報の集約結果（全体概要）の報告 ≪省略≫ 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修

正 

第２章 

津波災害応急対策 

第 10 節 

広報 

第１ 

町による広報 

（P236） 

１ 広報内容 

津波時には、次に示す人命の安全確保、人心の安定及び行政と住民の防災活動を支援す

る広報を優先して実施する。 

また、津波警報等、避難勧告等を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動に

結びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討しておく。 

(1) 津波危険地域住民への警戒呼びかけ（避難誘導）、避難の勧告 ≪省略≫ 

(2)から(3) ≪省略≫  

 

２ 広報手段 

広報は、町が保有する防災行政無線、広報車、インターネット（町ホームページ、ツ

イッター、フェイスブック等のソーシャルメディア、ポータルサイト、鹿児島県防災

Web）、L アラート、緊急速報（エリアメール等）、コミュニティ FM 放送、ワンセグ

放送、町職員・消防団・自主防災組織等による口頭などの各伝達手段による。 

また、「避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）」等の避難に関

する情報等、緊急性が高く住民への周知が必要な情報については、本節第２「１ 放送

機関に対する災害情報の提供」に示す放送機関への情報の提供を行い、住民への周知に

努める。 

 

 

１ 広報内容 

津波時には、次に示す人命の安全確保、人心の安定及び行政と住民の防災活動を支援す

る広報を優先して実施する。 

また、津波警報等、避難指示等を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動に

結びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討しておく。 

(1) 津波危険地域住民への警戒呼びかけ（避難誘導）、避難の指示 ≪省略≫ 

(2)から(3) ≪省略≫  

 

２ 広報手段 

広報は、町が保有する防災行政無線、広報車、インターネット（町ホームページ、ツ

イッター、フェイスブック等のソーシャルメディア、ポータルサイト、鹿児島県防災

Web）、L アラート、緊急速報（エリアメール等）、コミュニティ FM 放送、ワンセグ

放送、町職員・消防団・自主防災組織等による口頭などの各伝達手段による。 

また、「高齢者等避難、避難指示」等の避難に関する情報等、緊急性が高く住民への

周知が必要な情報については、本節第２「１ 放送機関に対する災害情報の提供」に示

す放送機関への情報の提供を行い、住民への周知に努める。 

 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修

正 



  屋久島町地域防災計画【第４編 津波災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

3 

 

第２章 

津波災害応急対策 

第 10 節 

広報 

第２ 

報道機関等に対する

放送の発表・要請 

（P237） 

１ 放送機関に対する災害情報の提供 

「避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）」等の避難に関する情

報等、緊急性が高く住民への周知が必要な情報については、町は、原則として、県総合

防災システムを活用して県に報告し、県は速やかに放送機関に情報提供を行う。（放送

の即時性の活用） 

また、町は、県の放送機関への情報提供を補完するため、放送機関に直接情報提供を

する。 

 

１ 放送機関に対する災害情報の提供 

「高齢者等避難、避難指示」等の避難に関する情報等、緊急性が高く住民への周知が

必要な情報については、町は、原則として、県総合防災システムを活用して県に報告

し、県は速やかに放送機関に情報提供を行う。（放送の即時性の活用） 

また、町は、県の放送機関への情報提供を補完するため、放送機関に直接情報提供を

する。 

 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修

正 

第２章 

津波災害応急対策 

（P238） 

第 12 節 避難の勧告・指示、誘導   

津波や津波をもたらす地震の発生に際して、危険があると認められる場合、関係法令に基

づくそれぞれの避難指示権者は、関係する地域の居住者、滞在者その他の者に対し、時期を

失しないよう避難を勧告し又は指示する等の措置をとる必要が生じる。 

(1) 町長は、災害対策基本法第 60 条に基づき、災害時における住民の避難勧告・指示

（緊急）等避難措置を実施するものとし、町長に事故あるときは副町長がその職務を

代理する。また、災害救助法が適用され知事が権限を委任したとき、又は緊急を要し

知事の実施を待つことができないときの指定避難所の開設及び避難者の収容を行う。 

なお、町内小・中学校における児童生徒の集団避難は、町長等の避難処置によるほ

か、教育長の指示により学校長が実施する。 

(2) 町長の避難指示権等は次のとおりである。 

ア 避難の勧告        全災害に 町長（災害対策基本法第 60 条） 

イ 避難の指示（緊急）    全災害に  町長（災害対策基本法第 60 条） 

ウ 指定避難所開設及び収容 知事又は町長 

 

第１ 要避難状況の早期把握・判断 

１ 要避難状況の把握活動の早期実施 

≪省略≫ 

２ 避難対策の必要性の早期判断 

避難を要する状況は、発生した津波の状況により大きく異なるため、町、その他の被災

地域の情報収集を踏まえ、避難対策の要否を判断する。 

(1) 津波からの避難の実施 

鹿児島湾、奄美近海及び日向灘を震源とする地震のうち、後者の海溝型地震の場

合、地震発生後数分以内に沿岸部に第一波が到達する地域も予想されるため、避難が

緊急になされる必要がある。 

したがって、地震とともに即時に沿岸地域の住民自身による避難活動が開始される

ことを前提に、町・消防本部等は、避難勧告・指示（緊急）の伝達及び注意喚起広報

を即座に実施し、住民の避難活動を補完する。 

津波からの避難の実施は、第４編第２章第８節「第３ 津波等に対する自衛措置伝

達」に準ずる。 

 

第 12 節 避難の指示、誘導   

津波や津波をもたらす地震の発生に際して、危険があると認められる場合、関係法令に基

づくそれぞれの避難指示権者は、関係する地域の居住者、滞在者その他の者に対し、時期を

失しないよう避難を勧告し又は指示する等の措置をとる必要が生じる。 

(1) 町長は、災害対策基本法第 60 条に基づき、災害時における住民の避難指示等避難

措置を実施するものとし、町長に事故あるときは副町長がその職務を代理する。また、

災害救助法が適用され知事が権限を委任したとき、又は緊急を要し知事の実施を待つ

ことができないときの指定避難所の開設及び避難者の収容を行う。 

なお、町内小・中学校における児童生徒の集団避難は、町長等の避難処置によるほ

か、教育長の指示により学校長が実施する。 

(2) 町長の避難指示権等は次のとおりである。 

ア 避難の指示        全災害に  町長（災害対策基本法第 60 条） 

イ 指定避難所開設及び収容 知事又は町長 

 

第１ 要避難状況の早期把握・判断 

１ 要避難状況の把握活動の早期実施 

≪省略≫ 

２ 避難対策の必要性の早期判断 

避難を要する状況は、発生した津波の状況により大きく異なるため、町、その他の被災

地域の情報収集を踏まえ、避難対策の要否を判断する。 

(1) 津波からの避難の実施 

鹿児島湾、奄美近海及び日向灘を震源とする地震のうち、後者の海溝型地震の場

合、地震発生後数分以内に沿岸部に第一波が到達する地域も予想されるため、避難が

緊急になされる必要がある。 

したがって、地震とともに即時に沿岸地域の住民自身による避難活動が開始される

ことを前提に、町・消防本部等は、避難指示の伝達及び注意喚起広報を即座に実施

し、住民の避難活動を補完する。 

津波からの避難の実施は、第４編第２章第８節「第３ 津波等に対する自衛措置伝達」

に準ずる。 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修

正 



  屋久島町地域防災計画【第４編 津波災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
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第２章 

津波災害応急対策 

第 12 節 

避難の勧告・指示、

誘導 

（P239） 

第２ 避難の勧告・指示の実施 

１ 避難勧告等の発令 
  どのような津波であれ、危険な地域からの一刻も早い避難が必要であることから、町

は、強い揺れ（震度４程度以上）を感じたとき又は弱くても長い時間のゆっくりとした

揺れを感じて避難の必要を認める場合、若しくは津波警報等を覚地した場合、避難準

備・高齢者等避難開始、避難勧告は発令せず、直ちに避難指示（緊急）を発令するもの

とする。 

  なお、津波警報等に応じて自動的に避難指示（緊急）等を発令する場合においても、

住民等の円滑な避難や安全確保の観点から、津波の規模と避難指示（緊急）の対象とな

る地域を居住者等に伝達するものとする。 

  なお、我が国から遠く離れた場所で発生した地震（遠地地震）に伴う津波のように到

達までに相当の時間があるものについては、気象庁が、津波警報等が発表される前から

津波の到達予想時刻等の情報を「遠地地震に関する情報」の中で発表する場合がある。

町は、この情報の後に津波警報等が発表される可能性があることを踏まえ、避難準備・

高齢者等避難開始又は避難勧告の発令を検討するものとする。 

その他、具体的な避難活動については、第２編第２章第 13 節「避難の勧告・指示（緊

急）、誘導」に準ずる。 

 

２ 避難の指示の実施 

１ 避難指示等の発令 
  どのような津波であれ、危険な地域からの一刻も早い避難が必要であることから、町

は、強い揺れ（震度４程度以上）を感じたとき又は弱くても長い時間のゆっくりとした

揺れを感じて避難の必要を認める場合、若しくは津波警報等を覚地した場合、高齢者等

避難は発令せず、直ちに避難指示を発令するものとする。 

  なお、津波警報等に応じて自動的に避難指示を発令する場合においても、住民等の円

滑な避難や安全確保の観点から、津波の規模と避難指示の対象となる地域を居住者等に

伝達するものとする。 

  なお、我が国から遠く離れた場所で発生した地震（遠地地震）に伴う津波のように到

達までに相当の時間があるものについては、気象庁が、津波警報等が発表される前から

津波の到達予想時刻等の情報を「遠地地震に関する情報」の中で発表する場合がある。

町は、この情報の後に津波警報等が発表される可能性があることを踏まえ、高齢者等避

難の発令を検討するものとする。 

その他、具体的な避難活動については、第２編第２章第 13 節「避難の指示、誘導」に

準ずる。 

 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修

正 

 



  屋久島町地域防災計画【第５編 南海トラフ地震防災対策推進計画】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

1 

 

第３章 

津波からの防護、円滑

な避難の確保及び迅速

な救助に関する事項 

第２節 

津波に関する情報の伝

達等 

（P252） 

第１ 避難の勧告指示の伝達、広報体制の整備 
町は、津波に関する避難勧告又は指示が出された際、沿岸住民や旅行者、海水浴客等

に伝達できるよう、防災行政無線、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、
ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メールを含む。）、ワ
ンセグ放送等の広報手段を事前に整備しておくとともに、防災行政無線や広報車等の広
報手段の運用要領や、広報文案等を整備しておくなどの事前準備を講じておくものとす
る。 

 

 

  

第１ 避難の指示の伝達、広報体制の整備 
町は、津波に関する避難指示が出された際、沿岸住民や旅行者、海水浴客等に伝達で

きるよう、防災行政無線、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ
（コミュニティＦＭ放送を含む。）、携帯電話（緊急速報メールを含む。）、ワンセグ
放送等の広報手段を事前に整備しておくとともに、防災行政無線や広報車等の広報手
段の運用要領や、広報文案等を整備しておくなどの事前準備を講じておくものとする。 

 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修

正 

 

 

第３章 

津波からの防護、円滑

な避難の確保及び迅速

な救助に関する事項 

第３節 

避難指示等の発令基準 

（P253） 

住民に対する避難指示等の発令基準は、原則として「第２編 第２章 第１３節 避難の

勧告・指示、誘導」に定めるところによる。 

 

１ 町は、町以外が管理する施設を避難所として開設する際は、その施設管理者と協力して

行うものとする。 

２ 町は、介護を必要とする者が避難する施設において、その救護のために当該施設の管理

者と連携し必要な措置を行うものとする。 

３ 町は、地域住民等が津波襲来時に的確な避難を行うことができるよう、津波避難に関す

る意識啓発を各関係機関と連携しながら取り組むものとする。 

住民に対する避難指示等の発令基準は、原則として「第２編 第２章 第１３節 避難の

指示、誘導」に定めるところによる。 

 

１ 町は、町以外が管理する施設を避難所として開設する際は、その施設管理者と協力して

行うものとする。 

２ 町は、介護を必要とする者が避難する施設において、その救護のために当該施設の管理

者と連携し必要な措置を行うものとする。 

３ 町は、地域住民等が津波襲来時に的確な避難を行うことができるよう、津波避難に関す

る意識啓発を各関係機関と連携しながら取り組むものとする。 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修

正 

 

第４章 

時間差発生等における

円滑な避難の確保等 

第２節 

南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震警戒）等

が発表された場合にお

ける災害応急対策に係

る措置 

第５ 避難対策等 

１ 住民等の避難行動等 

（1） 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合、町長は、後発地震に

備えるため、避難準備・高齢者等避難開始を発令するものとし、併せて、指定避難所を

開設するものとする。 

（2） 避難準備・高齢者等避難開始が発令された場合、住民等は後発地震に備えて、1 週

間、後発地震が発生しないまま 1 週間が経過した場合はさらに 1 週間を基準として、知

人宅や開設された指定避難所に避難ができるものとする。 

（3） 住民は、指定緊急避難場所、指定避難所、避難路、避難方法及び家族との連絡手段

等を平常時から確認しておき、避難準備・高齢者等避難開始が発令された場合の備えに

万全を期す。 

２ 避難計画 

「第２編第１章第１０節 避難体制の整備」に準ずる。 

３ 指定避難所の開設及び運営 

  「第２編第２章第１９節 指定避難所の運営」に準ずる。 

 

第５ 避難対策等 

１ 住民等の避難行動等 

（1） 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合、町長は、後発地震に

備えるため、高齢者等避難を発令するものとし、併せて、指定避難所を開設するものと

する。 

（2） 高齢者等避難が発令された場合、住民等は後発地震に備えて、1 週間、後発地震が

発生しないまま 1 週間が経過した場合はさらに 1 週間を基準として、知人宅や開設さ

れた指定避難所に避難ができるものとする。 

（3） 住民は、指定緊急避難場所、指定避難所、避難路、避難方法及び家族との連絡手段

等を平常時から確認しておき、高齢者等避難が発令された場合の備えに万全を期す。 

２ 避難計画 

「第２編第１章第１０節 避難体制の整備」に準ずる。 

３ 指定避難所の開設及び運営 

  「第２編第２章第１９節 指定避難所の運営」に準ずる。 

 

「避難情報に関するガイ

ドライン」改定に伴う修

正 

 

 

資料６ 
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該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

1 

 

第１節 

防災環境 

第２ 

社会条件 

（P263） 

口永良部島は、人口 105 人で、このうち 65 歳以上の人口が 43 人（41％）と高齢化が進ん

でいる。集落は島全体に分散しているが、人口の大部分は役場出張所のある本村に集中して

おり、前田、田代、湯向といった集落に残りの世帯が分布している。 

≪省略≫ 

口永良部島は、人口 116 人で、このうち 65 歳以上の人口が 39 人（34％）と高齢化が進ん

でいる。集落は島全体に分散しているが、人口の大部分は役場出張所のある本村に集中して

おり、前田、田代、湯向といった集落に残りの世帯が分布している。 

≪省略≫ 

R4 年 2 月末の人口等に

修正 

 

 

第３節 

災害応急対策計画 

第１ 

災害発生直前の対応 

（P293～294） 

１ 火山災害に関する情報の伝達 

(1) 火山の異常に関する情報の収集と通報 

(2) 火山情報の発表と伝達及び通報 

ア 噴火予報及び噴火警報の発表基準 

(ア) 噴火警戒レベル 5（避難） ≪省略≫ 

 (イ) 噴火警戒レベル 4（避難準備） 

居住地域に重大な被害を及ぼす噴火が発生すると予想される（可能性が高ま

っている）ため、住民等の避難準備、避難行動要支援者の避難等が必要と認め

る場合に福岡管区気象台が噴火警報を用いて発表。 

(ウ)から(カ) ≪省略） 

(3) 火山情報の通報及び通報先 ≪省略≫ 

(4) 噴火警報に関する町における措置 ≪省略≫ 

 

２ 警戒区域の設定・避難勧告等 

町長は、噴火警報等が発表された場合、口永良部島火山防災連絡会等における検討内容

や関係機関の助言等を参考に、あらかじめ定めてある対象地域に避難勧告等を行うとと

もに、警戒区域外へ避難するよう適切な指示、安全な避難者輸送を実施するなど、迅速か

つ円滑な警戒避難対策をとる。 

(1) 警戒区域の設定 ≪省略≫ 

 (2) 町の実施する避難措置 

ア 避難勧告等の発令 

町長は、基準に従って避難勧告等を発令する。 

イ その他の避難 

噴火の状況によっては、避難勧告等の実施基準以外に次の場合が予想される。 

町長は、このような状況に対応した適切な措置を講じておくこととする。 

(ア) 勧告・指示（緊急）より早く避難する時（住民による事前避難） 

(イ) 住民等の自主判断により、指定避難所に集まった場合 

(ウ) 避難が遅れる時 

(エ) 夜間・悪天候・鳴動・地震・降灰等による障害 

(3) 避難指示（緊急）の伝達要領 

避難指示（緊急）の伝達は、次に示す系統にしたがって実施する。  

≪省略≫ 

１ 火山災害に関する情報の伝達 

(1) 火山の異常に関する情報の収集と通報 

(2) 火山情報の発表と伝達及び通報 

ア 噴火予報及び噴火警報の発表基準 

(ア) 噴火警戒レベル 5（避難） ≪省略≫ 

 (イ) 噴火警戒レベル 4（高齢者等避難） 

居住地域に重大な被害を及ぼす噴火が発生すると予想される（可能性が高ま

っている）ため、住民等の避難準備、避難行動要支援者の避難等が必要と認め

る場合に福岡管区気象台が噴火警報を用いて発表。 

(ウ)から(カ) ≪省略） 

(3) 火山情報の通報及び通報先 ≪省略≫ 

(4) 噴火警報に関する町における措置 ≪省略≫ 

 

２ 警戒区域の設定・避難指示等 

町長は、噴火警報等が発表された場合、口永良部島火山防災連絡会等における検討内容

や関係機関の助言等を参考に、あらかじめ定めてある対象地域に避難指示等を行うとと

もに、警戒区域外へ避難するよう適切な指示、安全な避難者輸送を実施するなど、迅速か

つ円滑な警戒避難対策をとる。 

(1) 警戒区域の設定 ≪省略≫ 

 (2) 町の実施する避難措置 

ア 避難指示等の発令 

町長は、基準に従って避難指示等を発令する。 

イ その他の避難 

噴火の状況によっては、避難指示等の実施基準以外に次の場合が予想される。 

町長は、このような状況に対応した適切な措置を講じておくこととする。 

(ア) 指示より早く避難する時（住民による事前避難） 

(イ) 住民等の自主判断により、指定避難所に集まった場合 

(ウ) 避難が遅れる時 

(エ) 夜間・悪天候・鳴動・地震・降灰等による障害 

(3) 避難指示の伝達要領 

避難指示の伝達は、次に示す系統にしたがって実施する。  

≪省略≫ 

避難情報の名称変更に伴

う修正 

資料７ 
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2 

 

第３節 

災害応急対策計画 

第１ 

災害発生直前の対応 

２ 警戒区域の設定・

避難勧告等 

（P294～295） 

(5) 防災信号 

防災信号は次のとおりとする。 

区 分 掲 載 旗 サ イ レ ン 警 鐘 

準 備 ― 

5 秒 

●－ ●－ ●－ 

休止（約 15 秒） 

1 点打 

●休止 ●休止 ● 

勧 告 ― 

5 秒 5 秒 5 秒 

●－ ●－ ●－ 

休止（約 6秒） 

3 点打 

●－●－●休止 ●－●－● 

指 示 赤 色 

約 1分 

● ― ● ― 

休止（約 5秒） 

連打 

●－●－●－●－●－●－● 

(6) 伝達する内容 ≪省略≫ 

(7) 報告・通報 

町長は、避難指示（緊急）等を行った場合は、直ちに知事に報告する。 

知事は、町長から報告を受けた場合、次の機関にその旨を通知する。 

なお、町長は知事に報告するいとまがない場合（通信が途絶した場合を含む）は、

直接必要な機関に通報することができる。 

アからコ ≪省略≫ 

(5) 防災信号 

防災信号は次のとおりとする。 

区 分 掲 載 旗 サ イ レ ン 警 鐘 

高齢者等避難 ― 

5 秒 

●－ ●－ ●－ 

休止（約 15 秒） 

1 点打 

●休止 ●休止 ● 

避 難 指 示 赤 色 

約 1分 

● ― ● ― 

休止（約 5秒） 

連打 

●－●－●－●－●－●－● 

(6) 伝達する内容 ≪省略≫ 

(7) 報告・通報 

町長は、避難指示等を行った場合は、直ちに知事に報告する。 

知事は、町長から報告を受けた場合、次の機関にその旨を通知する。 

なお、町長は知事に報告するいとまがない場合（通信が途絶した場合を含む）は、

直接必要な機関に通報することができる。 

アからコ ≪省略≫ 

避難情報の名称変更に伴

う修正 

第３節 

災害応急対策計画 

第２ 

発災直後の情報の収

集・連絡及び通信の

確保 

（295） 

１ 被害情報の収集・連絡 

被害情報の収集・連絡についての具体的な対策については、第 2 編第 2章第 9 節「災害

情報・被害情報の収集・伝達」に準ずる。なお、収集・通報する被害情報は次のとおりで

ある。 

(1) 噴火・地震等による被害状況（被災地域・被災人員・家屋等） 

(2) 噴火後における噴石・降灰等の状況 

(3) 異常現象等による地区住民の動揺の状況 

(4) 避難準備・勧告・指示等町の措置 

(5) 災害対策本部の設置状況 

(6) 地区住民の避難準備及び避難実施等の状況 

(7) 車両・船舶・医療救援要請に関する情報 

(8) 避難誘導・輸送・救助等災害対策実施状況 

１ 被害情報の収集・連絡 

被害情報の収集・連絡についての具体的な対策については、第 2 編第 2 章第 9 節「災

害情報・被害情報の収集・伝達」に準ずる。なお、収集・通報する被害情報は次のとおり

である。 

(1) 噴火・地震等による被害状況（被災地域・被災人員・家屋等） 

(2) 噴火後における噴石・降灰等の状況 

(3) 異常現象等による地区住民の動揺の状況 

(4) 避難指示等町の措置 

(5) 災害対策本部の設置状況 

(6) 地区住民の避難準備及び避難実施等の状況 

(7) 車両・船舶・医療救援要請に関する情報 

(8) 避難誘導・輸送・救助等災害対策実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

避難情報の名称変更に伴

う修正 
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3 

 

第３節 

災害応急対策計画 

第３ 

活動体制の確立 

（297） 

３ 動員配備体制 

職員の動員配備基準は次表による。 

 

火山災害時の職員参集・配備基準 

体制 基準 参集・配備基準 活動内容 

情
報
連
絡
体
制 

 噴火警戒レベル１が継続

している状況で、口永良部

島の「火山の状況に関する

解説情報（臨時）」が発表さ

れたとき 

 噴火警報(火口周辺)/噴火

警戒レベル２(火口周辺規

制)に引き上げられたとき 

 総務課…2 名 関係機関との連携により、火山の

活動状況や被害状況等の収集を行

う。 

 

災
害
警
戒
本
部
体
制 

 噴火警報(火口周辺)/噴火

警戒レベル３(入山規制)

に引き上げられたとき 

 総務課…全員 

 町民課長及びその他

必要と認める人員 

災害警戒本部を設置し、事前に指

定した各課を中心に関係機関の協

力を得て災害情報の収集、応急対

策など防災対策の一層の確立を図

る。 

災

害

対

策

本

部

体

制 

第
１
配
備 

 噴火警報(居住地域)【特別

警報】/噴火警戒レベル４

(避難準備)に引き上げら

れたとき 

 総務課…全員 

 町民課…全員 

 別記 1 に掲げる課

長及びその他必要と

認める人員 

災害対策本部を設置し、災害の規

模・程度に応じて、町の組織をあげ

て各種災害応急対策を実施する。 

現地調整所等を設置するととも

に、必要に応じて、職員を派遣し、

本部と現地との連絡体制の強化、

現地での応急活動を支援する。 

 
第
２
配
備 

 噴火警報(居住地域)【特別

警報】/噴火警戒レベル５

(避難)に引き上げられた

とき 

 総務課…全員 

 町民課…全員 

 別記 1 に掲げる課

の全員 

 別記 1 以外の課の

本部長が別に定める

人数各所属職員全員 

第
３
配
備 

 噴火等大規模な災害が発

生し、全庁的に対応が必要

と、本部長が判断したとき 

 各課職員全員 

(別記 1)政策推進課・福祉支援課・健康長寿課・生活環境課・建設課・電気課・産業振興課・教育総務課 

 

 

３ 動員配備体制 

職員の動員配備基準は次表による。 

 

火山災害時の職員参集・配備基準 

体制 基準 参集・配備基準 活動内容 

情
報
連
絡
体
制 

 噴火警戒レベル１が継続

している状況で、口永良部

島の「火山の状況に関する

解説情報（臨時）」が発表さ

れたとき 

 噴火警報(火口周辺)/噴火

警戒レベル２(火口周辺規

制)に引き上げられたとき 

 総務課…2 名 関係機関との連携により、火山の

活動状況や被害状況等の収集を行

う。 

 

災
害
警
戒
本
部
体
制 

 噴火警報(火口周辺)/噴火

警戒レベル３(入山規制)

に引き上げられたとき 

 総務課…全員 

 町民課長及びその他

必要と認める人員 

災害警戒本部を設置し、事前に指

定した各課を中心に関係機関の協

力を得て災害情報の収集、応急対

策など防災対策の一層の確立を図

る。 

災

害

対

策

本

部

体

制 

第
１
配
備 

 噴火警報(居住地域)【特別

警報】/噴火警戒レベル４

(高齢者等避難)に引き上

げられたとき 

 総務課…全員 

 町民課…全員 

 別記 1 に掲げる課

長及びその他必要と

認める人員 

災害対策本部を設置し、災害の規

模・程度に応じて、町の組織をあげ

て各種災害応急対策を実施する。 

現地調整所等を設置するととも

に、必要に応じて、職員を派遣し、

本部と現地との連絡体制の強化、

現地での応急活動を支援する。 

 
第
２
配
備 

 噴火警報(居住地域)【特別

警報】/噴火警戒レベル５

(避難)に引き上げられた

とき 

 総務課…全員 

 町民課…全員 

 別記 1 に掲げる課

の全員 

 別記 1 以外の課の

本部長が別に定める

人数各所属職員全員 

第
３
配
備 

 噴火等大規模な災害が発

生し、全庁的に対応が必要

と、本部長が判断したとき 

 各課職員全員 

(別記 1)政策推進課・福祉支援課・健康長寿課・生活環境課・建設課・電気課・産業振興課・教育総務課 

 

避難情報の名称変更に伴

う修正 
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第３節 

災害応急対策計画 

（298～301） 

第４ 救助・救急、医療及び消火活動 

１ 救助・救急及び医療活動 

≪省略≫ 

２ 消火活動 

火災が発生したときは、消防団は直ちに出動し、被害の軽減に努める。ただし、噴石の

落下等により避難勧告・指示（緊急）が発令された場合は避難を最優先に行う。具体的な

消火活動体制については、第 2 編第 2 章第 12 節「消防活動」に準ずる。 

 

第５ 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

≪省略≫ 

 

第６ 避難収容活動 

避難収容活動については、概ね第 2 編第 2 章第 13 節「避難の勧告・指示（緊急）、誘導」

及び第 19 節「指定避難所の運営」に準ずるが、災害の特殊性と離島という地理的条件によ

り、避難発令の基準や指定避難所等は以下に述べるとおりである。 

１ 避難活動体制 

(1) 町長は、火山噴火災害危険区域予測図等を活用し、口永良部島噴火災害対策連絡会

議の助言に基づき、火山噴火により住民の生命・身体等に危険があると判断された場

合には、必要に応じて島外避難等の避難勧告等を行うとともに、安全に避難者輸送を

実施するなど迅速かつ円滑な避難対策をとるものとする。 

町長は、噴火警戒レベルに応じて、次のとおり防災対応を行う。 

 

噴火警戒レベルに応じた具体的な防災対応 

≪別紙のとおり≫ 

  

(2)  その他の避難 

なお、前記の避難発令基準以外に噴火の状況によって次の場合が予想される。町長

は、このような状況に対応した適切な措置を講じておく。 

ア 住民等の自主判断により勧告・指示（緊急）より早く指定避難所に集まったとき。 

 ≪省略≫ 

(3) 観光客等の帰宅促進 

    町は、口永良部島に避難準備情報を発表した場合（噴火警戒レベル 4 に引き上げら

れた場合など）には、島内の観光客等に火山活動が活発化している状況を伝えるとと

もに、必要に応じて帰宅促進を行う。 

   ア 宿泊施設等における呼びかけ ≪省略≫     

  イ 広報等 

    町災害対策本部は、宿泊施設管理者や、観光協会、インターネット（町ホームペ

ージ、ツイッター、フェイスブック等のソーシャルメディア）等を通じて、火山活

動の状況や避難準備情報等の発表状況などを広報する。 

第４ 救助・救急、医療及び消火活動 

１ 救助・救急及び医療活動 

≪省略≫ 

２ 消火活動 

火災が発生したときは、消防団は直ちに出動し、被害の軽減に努める。ただし、噴石の

落下等により避難指示が発令された場合は避難を最優先に行う。具体的な消火活動体制

については、第 2 編第 2 章第 12 節「消防活動」に準ずる。 

 

第５ 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

≪省略≫ 

 

第６ 避難収容活動 

避難収容活動については、概ね第 2 編第 2 章第 13 節「避難の指示、誘導」及び第 19 節

「指定避難所の運営」に準ずるが、災害の特殊性と離島という地理的条件により、避難発令

の基準や指定避難所等は以下に述べるとおりである。 

１ 避難活動体制 

(1) 町長は、火山噴火災害危険区域予測図等を活用し、口永良部島噴火災害対策連絡会

議の助言に基づき、火山噴火により住民の生命・身体等に危険があると判断された場

合には、必要に応じて島外避難等の避難指示等を行うとともに、安全に避難者輸送を

実施するなど迅速かつ円滑な避難対策をとるものとする。 

町長は、噴火警戒レベルに応じて、次のとおり防災対応を行う。 

 

噴火警戒レベルに応じた具体的な防災対応 

≪別紙のとおり≫ 

 

(2)  その他の避難 

なお、前記の避難発令基準以外に噴火の状況によって次の場合が予想される。町長

は、このような状況に対応した適切な措置を講じておく。 

ア 住民等の自主判断により指示より早く指定避難所に集まったとき。 

  ≪省略≫ 

(3) 観光客等の帰宅促進 

    町は、口永良部島に高齢者等避難を発表した場合（噴火警戒レベル 4 に引き上げら

れた場合など）には、島内の観光客等に火山活動が活発化している状況を伝えるとと

もに、必要に応じて帰宅促進を行う。 

   ア 宿泊施設等における呼びかけ ≪省略≫     

  イ 広報等 

    町災害対策本部は、宿泊施設管理者や、観光協会、インターネット（町ホームペ

ージ、ツイッター、フェイスブック等のソーシャルメディア）等を通じて、火山活

動の状況や高齢者等避難等の発表状況などを広報する。 

避難情報の名称変更に伴

う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

口永良部島の警戒範囲の

見直し等に伴う修正 



  屋久島町地域防災計画【第６編 火山災害対策編】 

該 当 箇 所 現    行    計    画 修     正     案 修 正 理 由 
 

5 

 

第３節 

災害応急対策計画 

第６ 

避難収容活動 

２ 避難者の誘導方

法 

（303） 

(3) 避難勧告等の解除 

町長は、避難勧告・指示の解除にあたっては、噴火警戒レベルの引き下げや口永良

部島火山防災連絡会等による検討内容を参考に、地域住民の生活と安全を十分に考

慮したうえで決定する。避難勧告・指示が解除された後は、住民は船舶によって帰島

する。 

 

(3) 避難指示等の解除 

町長は、避難指示の解除にあたっては、噴火警戒レベルの引き下げや口永良部島火

山防災連絡会等による検討内容を参考に、地域住民の生活と安全を十分に考慮した

うえで決定する。避難指示が解除された後は、住民は船舶によって帰島する。 

 

避難情報の名称変更に伴

う修正 

第４節 

災害復旧・復興計画 

第６ 

継続災害への対応方

針 

（308） 

１ 避難対策 

町は、気象台からの火山噴火の長期化や土石流発生のおそれなど火山現象に関する情

報を、迅速かつ的確に、関係機関及び住民に伝達するための体制を整備するとともに、避

難誘導体制の強化を図る。 

なお、火山噴火等が長期化した場合には、火山の活動状況を考慮しつつ、状況に応じた

避難勧告、警戒区域の設定等、警戒避難体制の整備に努め、かつ、警戒区域の変更、状況

の変化に応じた警戒避難対策に対し、適切な助言を行うなどの支援に努める。 

１ 避難対策 

町は、気象台からの火山噴火の長期化や土石流発生のおそれなど火山現象に関する情

報を、迅速かつ的確に、関係機関及び住民に伝達するための体制を整備するとともに、避

難誘導体制の強化を図る。 

なお、火山噴火等が長期化した場合には、火山の活動状況を考慮しつつ、状況に応じた

避難指示、警戒区域の設定等、警戒避難体制の整備に努め、かつ、警戒区域の変更、状況

の変化に応じた警戒避難対策に対し、適切な助言を行うなどの支援に努める。 

避難情報の名称変更に伴

う修正 
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噴 火 警 戒 レ ベ ル に 応 じ た 具 体 的 な 防 災 対 応 

レ ベ ル 
想 定 さ れ る 被 害 

（過 去 事 例 等） 

住 民 へ の 対 応 
登山者・入山者等への対応 

対象地域 対 応 

レベル 5 

（避 難） 

・大きな噴石や火砕流、溶岩流が居住地域（火

口から概ね４㎞の範囲）に到達するような噴火

の発生が切迫している。 

・噴火が発生し、大きな噴石や火砕流が居住地

域（火口から概ね４㎞の範囲）に到達。 

（1966 年 11 月の噴火） 

全島 島外避難指示（緊急）・勧告発令 

 

・大きな噴石や火砕流、溶岩流が居住地域（火

口から概ね３㎞の範囲）に到達するような噴火

の発生が切迫している。 

（2015 年５月の噴火前） 

・噴火が発生し、大きな噴石や火砕流が居住地

域（火口から概ね３㎞の範囲）に到達。 

（2015 年５月の噴火） 

全島 島内避難指示（緊急）・勧告発令 

・噴火が発生し、溶岩流が居住地域に到達。 流下地域 島内避難指示（緊急）・勧告発令 

レベル 4 

（避難準備） 

・大きな噴石や火砕流、溶岩流が居住地域（火

口から概ね４㎞の範囲）に到達するような噴火

の発生が予想される。 

（1966 年 11 月の噴火前） 

全島 
島外避難準備・高齢者等避難開始 

（避難行動要支援者等は避難行動開始） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・大きな噴石や火砕流、溶岩流が居住地域（火

口から概ね３㎞の範囲）に到達するような噴火

の発生が予想される。 

（1931 年４月の噴火前） 

全島 
島内避難準備・高齢者等避難開始 

（避難行動要支援者等は避難行動開始） 

 

現行計画 
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噴 火 警 戒 レ ベ ル に 応 じ た 具 体 的 な 防 災 対 応 

レ ベ ル 
想 定 さ れ る 被 害 

（過 去 事 例 等） 

住 民 へ の 対 応 
登山者・入山者等への対応 

対象地域 対 応 

レベル 5 

（避 難） 

・大きな噴石や火砕流、溶岩流が居住地域（火

口から概ね４㎞の範囲）に到達するような噴火

の発生が切迫している。 

・噴火が発生し、大きな噴石や火砕流が居住地

域（火口から概ね４㎞の範囲）に到達。 

（1966 年 11 月の噴火） 

全島 島外避難指示 

 
・火砕流、溶岩流が居住地域（火口から概ね 2.5

㎞の範囲）に到達するような噴火の発生が切迫

している。 

（2015 年５月の噴火前） 

・噴火が発生し、火砕流が居住地域（火口から

概ね 2.5 ㎞の範囲）に到達。 

（2015 年５月の噴火） 

前田 島内避難指示 

・噴火が発生し、溶岩流が居住地域に到達。 流下地域 島内避難指示 

レベル 4 

（高齢者等避難）

・大きな噴石や火砕流、溶岩流が居住地域（火

口から概ね４㎞の範囲）に到達するような噴火

の発生が予想される。 

（1966 年 11 月の噴火前） 

・火砕流や溶岩流が居住地域（火口から概ね４

㎞の範囲）に次第に接近。 

全島 島外高齢者等避難 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・大きな噴石や火砕流、溶岩流が居住地域（火

口から概ね 2.5 ㎞の範囲）に到達するような噴

火の発生が予想される。 

（1931 年４月の噴火前） 

・火砕流や溶岩流が居住地域（火口から概ね 2.5

㎞の範囲）に次第に接近。 

前田 島内高齢者等避難 

修正案 
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レ ベ ル 
想 定 さ れ る 被 害 

（過 去 事 例 等） 

住 民 へ の 対 応 
登山者・入山者等への対応 

対象地域 対 応 

レベル 3 

（入山規制） 

・火口から概ね２km 以内に大きな噴石の飛散や

火砕流が流下するような噴火が予想される。 

（2014 年８月の噴火前） 

・噴火が発生し、火口から概ね２km 以内に大き

な噴石の飛散や火砕流が流下。 

（1933 年 12 月、2014 年８月の噴火） 

全島 避難行動要支援者への避難準備の呼びかけ 

火口から概ね半径 2ｋｍ以内の

立入禁止 

南側林道口永良部線を通行止め 

レベル 2 

（火口周辺規制）

・火口から概ね１㎞以内に大きな噴石が飛散、

火口から概ね１㎞以内（西側は概ね２㎞以内）

に火砕流が流下するような噴火が予想される。 

（2014 年８月の噴火前） 

・噴火が発生し、火口から概ね１km 以内に大き

な噴石が飛散、火口から概ね１㎞以内（西側は

概ね２km 以内）に火砕流が流下。 

（1980 年９月の噴火） 

 

火口から半径 1ｋｍ以内（西側は

2km 以内）の立入禁止 

南西側林道口永良部線を通行止

め 

登山道入口に区域内立入禁止の

案内看板を設置 

レベル 1 

（活火山である

ことに留意） 

・火山活動は静穏、状況により火口内に影響す

る程度の噴出の可能性あり。 
火口内立入禁止 

 ※ 県は状況に応じて口永良部島火山防災連絡会等を開催し、被害影響予想範囲等の検討や各防災関係機関の対応状況について情報共有し、必要な調整・要請 

等を行う。 

屋久島町は、連絡会等の助言等により、避難対象地域の拡大・縮小の検討を行う。 

 

 

 

 

 

現行計画 
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レ ベ ル 
想 定 さ れ る 被 害 

（過 去 事 例 等） 

住 民 へ の 対 応 
登山者・入山者等への対応 

対象地域 対 応 

レベル 3 

（入山規制） 

・火口から概ね２km 以内に大きな噴石の飛散や

火砕流が流下するような噴火が予想される。 

（2014 年８月の噴火前） 

・噴火が発生し、火口から概ね２km 以内に大き

な噴石の飛散や火砕流が流下。 

（1933 年 12 月、2014 年８月の噴火） 

全島 
状況に応じて高齢者等の要配慮者の 

避難の準備等の呼びかけ 

火口から概ね半径 2ｋｍ以内の

立入禁止 

南側林道口永良部線を通行止め 

レベル 2 

（火口周辺規制）

・火口から概ね１㎞以内に大きな噴石が飛散、

火口から概ね１㎞以内（西側は概ね２㎞以内）

に火砕流が流下するような噴火が予想される。 

（2014 年８月の噴火前） 

・噴火が発生し、火口から概ね１km 以内に大き

な噴石が飛散、火口から概ね１㎞以内（西側は

概ね２km 以内）に火砕流が流下。 

（1980 年９月の噴火） 

 

火口から半径 1ｋｍ以内（西側は

2km 以内）の立入禁止 

南西側林道口永良部線を通行止

め 

登山道入口に区域内立入禁止の

案内看板を設置 

レベル 1 

（活火山である

ことに留意） 

・火山活動は静穏、状況により火口内に影響す

る程度の噴出の可能性あり。 
火口内立入禁止 

 ※ 県は状況に応じて口永良部島火山防災連絡会等を開催し、被害影響予想範囲等の検討や各防災関係機関の対応状況について情報共有し、必要な調整・要請 

等を行う。 

屋久島町は、連絡会等の助言等により、避難対象地域の拡大・縮小の検討を行う。 

 

修正案 
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１－２ 

屋久島町防災会議 

委員名簿 

（P2） 

 

（令和２年４月１日委嘱） 

No. 役   職 根 拠 根拠詳細 

１ 屋久島町長 第３条第２項 会長（町長） 

２ 屋久島森林管理署長   ５項１号 指定地方行政機関 

３ 熊毛支庁屋久島事務所長   ５項２号 県職員 

４ 屋久島警察署長   ５項３号 県警察職員 

５ 熊毛地区消防組合屋久島北分遣所長   ５項４号 熊毛地区消防組合職員 

６ 熊毛地区消防組合屋久島南分遣所長   ５項４号 熊毛地区消防組合職員 

７ 屋久島町副町長   ５項５号 副町長 

８ 屋久島町教育長   ５項５号 教育長 

９ 総務課長   ５項６号 町長部局の職員 

10 政策推進課長   ５項６号 町長部局の職員 

11 産業振興課長   ５項６号 町長部局の職員 

12 町民課長   ５項６号 町長部局の職員 

13 生活環境課長   ５項６号 町長部局の職員 

14 健康長寿課長   ５項６号 町長部局の職員 

15 建設課長   ５項６号 町長部局の職員 

16 電気課長   ５項６号 町長部局の職員 

17 福祉支援課長   ５項６号 町長部局の職員 

18 屋久島町消防団長   ５項７号 消防団長 

19 屋久島電工㈱屋久島事業所長   ５項８号 特定地方公共機関 

20 社会福祉協議会事務局長   ５項９号 指定公共的団体の役職員 

 

 

（令和３年４月１日委嘱） 

No. 役   職 根 拠 根拠詳細 

１ 屋久島町長 第３条第２項 会長（町長） 

２ 屋久島森林管理署長   ５項１号 指定地方行政機関 

３ 熊毛支庁屋久島事務所長   ５項２号 県職員 

４ 屋久島警察署長   ５項３号 県警察職員 

５ 熊毛地区消防組合屋久島北分遣所長   ５項４号 熊毛地区消防組合職員 

６ 熊毛地区消防組合屋久島南分遣所長   ５項４号 熊毛地区消防組合職員 

７ 屋久島町副町長   ５項５号 副町長 

８ 屋久島町教育長   ５項５号 教育長 

９ 総務課長   ５項６号 町長部局の職員 

10 政策推進課長   ５項６号 町長部局の職員 

11 産業振興課長   ５項６号 町長部局の職員 

12 町民課長   ５項６号 町長部局の職員 

13 生活環境課長   ５項６号 町長部局の職員 

14 健康長寿課長   ５項６号 町長部局の職員 

15 建設課長   ５項６号 町長部局の職員 

16 電気課長   ５項６号 町長部局の職員 

17 福祉支援課長   ５項６号 町長部局の職員 

18 屋久島町消防団長   ５項７号 消防団長 

19 屋久島電工㈱ 取締役 事業管理部長   ５項８号 特定地方公共機関 

20 社会福祉協議会事務局長   ５項９号 指定公共的団体の役職員 
 

屋久島電工(株)の組織改

正に伴う修正 

資料８ 
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１－５ 

自主防災組織 

（P6） 

（令和3年3月1日現在） 

地区名 組織数 
自主防災組織 

の管内人口 

自主防災組織 

の管内世帯数 

組織されている 

地域の世帯数 

組織率

（％） 

長峰 1 410 225 225 100.0 

小瀬田 1 420 222 222 100.0 

椨川 1 114 56 56 100.0 

楠川 1 428 231 231 100.0 

宮之浦 1 2,857 1,435 1,435 100.0 

志戸子 1 308 174 174 100.0 

一湊 1 543 330 330 100.0 

吉田 1 141 81 81 100.0 

永田 1 389 234 0 0 

本村 1 96 59 59 100.0 

湯向 1 9 7 7 100.0 

永久保 1 137 80 80 100.0 

船行 1 259 143 143 100.0 

松峰 1 545 278 278 100.0 

安房 1 980 539 539 100.0 

春牧 1 909 461 461 100.0 

平野 1 266 148 148 100.0 

高平 1 156 82 82 100.0 

麦生 1 303 173 173 100.0 

原 1 450 228 228 100.0 

尾之間 1 730 416 416 100.0 

小島 1 189 95 95 100.0 

平内 1 645 337 337 100.0 

湯泊 1 190 113 113 100.0 

中間 1 204 115 115 100.0 

栗生 1 440 260 260 100.0 

合 計 26 12,118 6,522 6,288 96.4 
 

（令和4年3月1日現在） 

地区名 組織数 
自主防災組織 

の管内人口 

自主防災組織 

の管内世帯数 

組織されている 

地域の世帯数 

組織率

（％） 

長峰 1 413 230 230 100.0 

小瀬田 1 413 217 217 100.0 

椨川 1 114 56 56 100.0 

楠川 1 402 221 221 100.0 

宮之浦 1 2,815 1,460 1,460 100.0 

志戸子 1 297 166 166 100.0 

一湊 1 521 316 316 100.0 

吉田 1 133 75 75 100.0 

永田 1 383 227 0 0 

本村 1 106 64 64 100.0 

湯向 1 10 7 7 100.0 

永久保 1 132 75 75 100.0 

船行 1 244 135 135 100.0 

松峰 1 535 277 277 100.0 

安房 1 952 532 532 100.0 

春牧 1 918 469 469 100.0 

平野 1 264 150 150 100.0 

高平 1 163 84 84 100.0 

麦生 1 286 164 164 100.0 

原 1 460 232 232 100.0 

尾之間 1 711 416 416 100.0 

小島 1 179 92 92 100.0 

平内 1 656 348 348 100.0 

湯泊 1 189 110 110 100.0 

中間 1 200 115 115 100.0 

栗生 1 432 260 260 100.0 

合 計 26 11,928 6,498 6,271 96.5 
 

時点修正 
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４－１ 

指定避難所一覧 

（P59） 

 

 

 

地区名 施設名 所在地 施設等の状況 電話番号 
収容人数 

（人） 

永 田 永田小学校 永田2947 2,290㎡鉄筋 45-2271 1,145 

≪省略≫ 

小 島 
小島観光農林漁業経営管理施設 小島17-11 194㎡鉄筋 47-2951 97 

岳南中学校 小島63-23 3,137㎡鉄筋 47-2200 1,569 

 

地区名 施設名 所在地 施設等の状況 電話番号 
収容人数 

（人） 

永 田 

永田小学校 永田2947 2,290㎡鉄筋 45-2271 1,145 

永田果樹会館 永田2564-8 105㎡鉄筋 － 53 

ふるさと創生会館 永田2872 135㎡鉄骨 － 68 

≪省略≫ 

小 島 
小島観光農林漁業経営管理施設 小島17-11 194㎡鉄筋 47-1180 97 

岳南中学校 小島63-23 3,137㎡鉄筋 47-2200 1,569 

永田区からの要望により、
永田果樹会館、ふるさと創
生会館を新たに指定避難
所に指定 
 
 
 
 
 
 
 
 
小島観光農林漁業経営管
理施設の電話番号変更に
伴う修正 

４－３ 

指定緊急避難場所一

覧 

≪追加≫ ４－３ 指定緊急避難場所一覧 
 

地区名 施設名 所在地 
対象とする異常な現象の種類 

土砂災害 地震 津波 火山現象 

口永良部島 

口永良部島へき地保健福祉館 口永良部島656-1 〇 ― 〇 〇 

役場口永良部島出張所 口永良部島372 〇 〇 ― 〇 

口永良部島湯向公民館 口永良部島1739-8 ― ― 〇 〇 

金岳小学校 口永良部島656 ― 〇 〇 〇 

番屋ヶ峰避難所 口永良部島207-4 〇 〇 〇 〇 

永 田 

永田小学校 永田2947 ― 〇 〇 ― 

永田果樹会館 永田2564-8 ― ― 〇 ― 

ふるさと創生会館 永田2872 ― 〇 〇 ― 

吉 田 
吉田ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰふれあい館 吉田292-2 〇 〇 〇 ― 

吉田生活館 吉田74 ― 〇 〇 ― 

一 湊 

一湊公民館 一湊348-1 〇 ― ― ― 

一湊小学校 一湊488-1 〇 〇 〇 ― 

一湊白川地区避難所 一湊2418-78 ― 〇 〇 ― 

志戸子 
志戸子公民館 志戸子72-1 ― ― 〇 ― 

志戸子グラウンド 志戸子852-1 ― 〇 〇 ― 

宮之浦 

宮之浦公民館 宮之浦177-4 ― 〇 〇 ― 

宮之浦児童館 宮之浦1260-22 〇 ― 〇 ― 

宮浦小学校 宮之浦2437-1 〇 〇 ― ― 

宮之浦体育館 宮之浦2482-5 〇 〇 〇 ― 

宮之浦陸上競技場 宮之浦2482-1 ― 〇 〇 ― 

宮之浦野球場 宮之浦2482-1 ― 〇 〇 ― 

楠 川 楠川公民館 楠川191 〇 ― 〇 ― 

椨 川 椨川生活館 楠川1480-1 〇 ― ― ― 

災害対策基本法第 49 条の
4 に基づく、指定緊急避難
場所の指定 
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４－３ 

指定緊急避難場所一

覧 

≪追加≫ 
 

地区名 施設名 所在地 
対象とする異常な現象の種類 

土砂災害 地震 津波 火山現象 

小瀬田 
小瀬田公民館 小瀬田13-11 〇 ― 〇 ― 

小瀬田小学校 小瀬田1436-88 ― 〇 〇 ― 

長 峰 長峰生活館 小瀬田776-7 ― ― 〇 ― 

栗 生 
栗生小学校 栗生2270-1 ― 〇 〇 ― 

栗生生活館 栗生1735 ― ― 〇 ― 

中 間 中間公民館 中間703 ― ― 〇 ― 

湯 泊 湯泊生活館 湯泊8 ― ― 〇 ― 

平 内 
平内生活館 平内460-20 ― 〇 〇 ― 

八幡小学校 平内444-1 ― 〇 〇 ― 

小 島 
小島観光農林漁業経営管理施設 小島17-11 ― 〇 〇 ― 

岳南中学校 小島63-23 ― 〇 〇 ― 

尾之間 
尾之間自然休養村管理センター 尾之間284 ― ― 〇 ― 

尾之間運動広場 尾之間89 ― 〇 〇 ― 

原 
原公民館 原367-1 〇 〇 〇 ― 

神山小学校 原3-1 〇 〇 〇 ― 

麦 生 麦生観光農林漁業経営管理施設 麦生719-1 〇 〇 〇 ― 

高 平 高平公民館 麦生318-134 〇 〇 〇 ― 

平 野 平野公民館 安房2617-205 ― ― 〇 ― 

春 牧 

春牧へき地保健福祉館 安房2384-5 ― ― 〇 ― 

安房中学校 安房2371-67 〇 〇 〇 ― 

健康の森公園陸上競技場 安房2740-1 ― 〇 〇 ― 

安 房 

総合センター 安房187-1 〇 〇 〇 ― 

安房体育館 安房304-1 ― 〇 〇 ― 

安房小学校 安房1264-7 〇 〇 〇 ― 

安房地区公民館 安房152-2 ― 〇 ― ― 

松 峯 松峯生活館 安房1430-20 〇 〇 〇 ― 

船 行 船行公民館 船行9-2 〇 〇 〇 ― 

永久保 永久保生活館 船行1045-103 〇 ― 〇 ― 

災害対策基本法第 49 条の
4 に基づく、指定緊急避難
場所の指定 
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４－３  

避難経路一覧 

（P61～） 

４－３ 避難経路一覧 

指定避難所 

地区名 施 設 名 
避 難 経 路 

町管理道路 県 道 

永田 永田小学校 
町道上叶線・町道堂前線・町道永田中央

線・町道永田向江線・町道瀬戸ノ田線 
上屋久永田屋久線 

 

４－４ 孤立化集落対策マニュアル 

≪省略≫ 
 

４－５ 災害時要援護者の避難支援ガイドライン 
≪省略≫ 
 

４－６ 口永良部島に接岸・着岸可能な第十管区海上保安本部の巡視船艇(鹿児島県のみ)  

≪省略≫ 

４－４ 避難経路一覧 

指定避難所 

地区名 施 設 名 
避 難 経 路 

町管理道路 県 道 

永田 

永田小学校 
町道上叶線・町道堂前線・町道永田中央

線・町道永田向江線・町道瀬戸ノ田線 
上屋久永田屋久線 

永田果樹会館 
町道新町内野線・町道永田中央線・町道

浜平線 
上屋久永田屋久線 

ふるさと創生会館 
町道上叶線・町道堂前線・町道永田中央

線・町道上叶 1号支線・町道浜平線 
上屋久永田屋久線 

 

４－５ 孤立化集落対策マニュアル 

≪省略≫ 

４－６ 災害時要援護者の避難支援ガイドライン 
≪省略≫ 

４－７ 口永良部島に接岸・着岸可能な第十管区海上保安本部の巡視船艇(鹿児島県のみ) 

≪省略≫ 

番号修正及び永田地区指
定避難所追加に伴う修正 
 
 

４－７ 

土砂災害警戒区域内

の要配慮者利用施設 

≪追加≫ 土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設 

（令和 4年 3 月現在） 

№ 施  設  名 住   所 

1 屋久島町栗生診療所 屋久島町栗生 1743 

2 特別養護老人ホーム 竜天園 屋久島町船行 1068-3 

3 屋久島町総合福祉センター こまどり館 屋久島町尾之間 459-1 

4 ミニ・デイ野の花 屋久島町平内 542-5 

5 有限会社 岡村 ひまわりのお家 屋久島町宮之浦 2384-10 

6 デイサービス安房の丘 屋久島町安房 2354-15 

7 デイサービス屋久の杜 屋久島町一湊 2101 

8 みんなのおうち 屋久島町尾之間 136－7 

9 すみれこども園 屋久島町安房 152－1 

10 あゆみの森こども園 屋久島町尾之間 332－1 

11 小規模保育所 マンマハウス 屋久島町宮之浦 2351-20 

12 屋久島町立八幡小学校 屋久島町平内 444-1 

13 屋久島町立八幡幼稚園 屋久島町平内 444-1 
 

土砂災害防止法第8条第 1
項第 4 号に基づく追加 

 


